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1. 序論 

 
1.1 はじめに 

近年，2016 年熊本地震，2024 年能登半島地震など震度 7 を計測する巨大地震が頻発

し，災害時にも事業継続を求められる医療機関や官庁施設などに大きな被害が出ている．

南海トラフ沿いの巨大連動地震により広域で長周期長時間地震動が高い確率で発生す

ることが危惧されているなか 1.1)，災害時に拠点となる建築物の事業継続性の確保は喫

緊の課題となっている．2016 年熊本地震における役所等の災害拠点建築物の被害を受

けて整備された 「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン」1.2)では，構造

躯体，非構造部材，建築設備などについて，災害拠点建築物が持つべき安全性及び機能

性の目標を定め，その確保を図ることを掲げている．災害拠点建築物の対象は，「大地

震時に地域防災計画や組織の BCP に基づき防災拠点として機能継続することが期待さ

れる建築物であり，庁舎，避難所，病院等」とされている．中でも病院施設の医療機器

は重心が高いことや，移動させることが前提となるためキャスターを有する機器が多い

上に室内に密に配置されるなど，オフィスや住宅などの一般什器と地震時の挙動や室内

被害が異なる．しかしながら，病院施設の機能維持に重要な役割を担う医療機器につい

て，耐震性に関する目標性能などの記載はない．  

2016 年熊本地震では熊本県内の災害拠点病院に指定されている熊本市民病院も機能

を停止し，それ以外にも 9 か所の病院が入院患者を大規模に退避させる病院避難 1.3)を

余儀なくされた．室内の被害についても，透析液供給装置などの医療機器の転倒 1.4)が

報告されており，また NICU （新生児集中治療室）では前震後に新生児ベッドの転倒・

移動を恐れて上部のみを床におろして被害を防いだ事例 1.5)もあった．2017 年 11 月に

韓国東海部で起きた浦項地震では，新生児保育器の移動を看護師たちが必死に抑えて被

害を防いだ 1.6)．また，ECMO （体外式膜型人工肺），人工心肺装置，人工呼吸器などの

生命維持管理装置は，転倒や衝突に加えて，移動量が大きい場合にも患者に接続してい

る回路が外れて治療が停止する危険性がある 1.7)．患者の生命に係わる機器については，

転倒や衝突が生じた場合には専門技師による動作確認が必要である．装置が故障した場

合は手動で回路を動かすことになり，医療従事者への負担が増大し，事故の危険性が高

まる． 

地震に対する医療施設の被害率については，アンケート調査に基づき病院の地震被害

と震度との関係を定量的に評価した報告 1.8)がある．また，大阪北部地震時の病院建物・

設備に対する被害をアンケート調査した研究 1.9)では，被害と地震動の関係を地表最大

加速度（PGA）と地表最大速度（PGV）の観点から定量的に評価している．しかし，医

療施設の事業継続性を考慮した性能設計に必要となる，建物の構造特性や床応答に応じ

た医療機器や病室内の被害評価の予測手法は提案されていない． 
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1.2 既往の研究 

本研究と関連のある既往の研究や学協会のガイドラインについてまとめる．具体的に

は，アンケート調査に基づき病院被害と震度および地動最大速度との関係を示した研究，

医療機器や非構造部材に関する実験研究，海外で一般的に用いられており日本にも中低

層建物に普及しつつある球面すべり支承に関する研究，中低層建物の躯体に対する耐震

性能グレード，を紹介する． 

 

1.2.1 病院の地震被害と震度および地動最大速度との関係 

（アンケート調査による病院の地震被害と震度との関係） 

郭らの研究 1.8)では，2003 年宮城県沖の地震，宮城県北部の地震および十勝沖地震で

震度 4 以上を記録した地域の病院と一般建物の被害状況をアンケートにより調査し，地

 

図 1.1 病院と一般施設に発生した建物の被害の比較 1.8) 

 

   
(a) 医療検査機器の被害

と震度との関係 

(b) 医療治療・処置機器

の被害と震度との関係 

(c) 医療空間の被害と震

度との関係 

図 1.2 医療機器・空間の被害と震度との関係 1.8) 
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震被害と震度との関係を整理している．建物棟数は，病院 228 棟，一般施設 267 棟で

あった．対象建物は RC 造建物であり，6 階以下の中低層建物が主である．建築年代，

構造種別，規模などの建物基本情報に関する質問と，地震被害に関して非構造部材を含

む建物の外部・内部，生活機能と設備，医療機能の 3 つに分けて，地震による被害・不

具合の有無の回答を収集している．図 1.1 に示すように病院は一般施設よりも建物被害

が発生しやすく，特に古い病院での被害率が高い．また，室内の家具・什器の転倒・散

乱被害は，新・旧病院の被害率に顕著な差は見られなかった．医療機能については医療

機器と医療空間に分け，それぞれ医療機器を検査，治療・処置，投薬，その他（ナース

コールの使用，カルテ作成など）に分類し，医療空間を病室，診察室，検査室，手術室，

調剤室，材料室に分類して被害を調査した．図 1.2 に示すように医療機器については震

度 5 強までは概ね機能維持ができており被害率は 5%程度であり，震度 6 で被害率が急

増している．ただし，震度 4 程度でも電気停止など生活機能の被害や設備被害などによ

り，震度 4 程度から機能損失する場合もある．医療空間は震度 5 強までは概ね使用で

き，震度 6 地域の病院で構造的な被害が見られ医療空間が使用不能となっている． 

 

（病院の地震被害と地表最大速度（PGV）との関係） 

石原らの研究 1.9)では，想定する地震に対しての医療機能への影響評価手法を構築す

ることを目的とし，大阪北部地震時の病院の建物・設備に対する被害（構造部材・非構

造部材・建築設備など・ライフライン）のアンケート調査を実施し，図 1.3 に示すよう

に地震動の関係を分析している．また，その結果をもとに京都市内の病院を対象に地震

被害想定で構築された地震動に対して病院施設が受ける被害を推定している．地震動の

 

図 1.3 最⼤地動速度による病院被害の分類 1.9) 
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指標として建物の被害と相関性が高い地表最大速度（PGV）を採用している．PGV が

15cm/s 以上になると，壁や柱のひび割れや家具・什器の転倒が 50％程度の施設で発生

している．免震構造の病院については，エレベーター停止と家具・什器転倒以外の被害

はない．南海トラフでは京都のように震源から大きく離れた地域においても，大阪北部

地震以上の揺れが想定され，建築構造的な被害が発生しなくても医療機能の継続という

観点から大きな問題となるような影響が発生しうる． 

 これらの研究を踏まえて，さらに検討すべき課題を下記に挙げられる． 

・ 建物特性に応じて床応答は異なるため，震度や地表最大速度といった地震動の強さ

に加えて，建物の特性を考慮した被害評価手法を確立すべきである． 

・ 兵庫県南部地震また以降の頻度高く発生する震度 7 クラスの地震を契機とし，医療

施設の免震化も進んでいる．また，免震建物でも設計時期が初期と現在では固有周

期が異なる上に 1.10），想定する地震動レベルに応じて特性が異なるため，被害ラン

クの想定には建物の特性と地震動レベルを考慮する必要がある． 

 
1.2.2 医療機器の地震時挙動 

地震時に医療器施設の機能維持・事業継続性を確保するためには，一般什器および医

療機器の室内被害抑制に配慮した設計が必要である． 

一般的な什器については，什器の形状によって最大加速度または最大速度と転倒の関

係を評価する手法が提案されている 1.11)．実大実験によりオフィスビルの室内被害を評

価した研究 1.12)では，什器に転倒対策が施された場合でも収納物が飛び出し危害を及ぼ

すことや構造躯体の振動特性を考慮した対策が必要であることを確認している．一般の

家具・什器とは異なり，医療機器の多くは高額で，複数の患者で共用しているため，位

置調整や移動を容易にするためにキャスターを有し，かつ医療従事者の作業性に配慮し

て重心が高い．そのため地震時に衝突や転倒による被害が多数報告されている 1.13, 1.14)． 

「非構造部材の耐震設計施工指針・同解説および耐震設計施工要領」1.15)では，医療機

器の設計施工要領に関する記載がある．兵庫県南部地震における病院に生じた機能障害

およびその要因について整理し，医療機器の地震被害，耐震目標と地震対策をまとめて

いる． 

 

（室内被害を評価するための振動台実験） 

吉澤の研究 1.12）では，建物の地震時性能に対する社会ニーズが，人命の安全はもとよ

り地震後の建物の機能維持へと変わりつつある背景を踏まえ，地震時の室内被害の軽減

に着目し，構造躯体，非構造部材，建築設備，家具什器による被害，及びそれらの相互

干渉によって生じる被害のメカニズムを実験や被害調査より示し，地震後にも機能維持

できる室内空間を設計するための事項を明らかにしている．図 1.4 に試験体の全景と内

部の写真を示す．また建物の機能維持に関しては，当然のことながら人命の確保から地
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震後の生理機能維持までを対象とした検討も求められることから，地震時に建物利用者

の安全確保のために提供できる情報についても分析を加えた．得られた知見を以下に示

す． 

1) 室内被害を評価する情報として気象庁震度に着目し，建物上層階の計測震度は下層

階の計測震度からの増分で評価できることを見出した．また緊急地震速報に建物内

の震度と長周期地震動による揺れ予測を適用して，上層階と下層階の揺れが顕著に

異なる高層建物に対し，緊急地震速報情報をより合理的に利用できることを示した． 

2) オフィスビルの用途を想定した非構造部材，建築設備，消防設備，家具什器を配置

した実大規模の振動台実験結果から，個々の耐震対策によって，極めて稀な地震レ

ベルの揺れに対しても室内被害を大幅に軽減できることを確認した．また観測した

床応答加速度から算出した計測震度による被害レベルと実験による室内被害を比

較し，低層建物の場合は両者の対応がよいこと，高層建物の上層階では，長周期地

震動成分が卓越する入力の場合は，計測震度は室内被害を過小評価する傾向にある

ことを明らかにした． 

3) 構造被害は軽微であるものの，非構造部材・建築設備の損傷により建物機能が長期

 

 
図 1.4 試験体の全景写真 1.12） 



6 
 

間にわたって低下した事例を取り上げ，その被災直後から復旧工事の過程を詳細に

分析し，吊り式の建築設備の地震時応答が，非構造部材の損傷や復旧工事費用に大

きな影響を与えることを実証した． 

 

（医療機器の耐震性に関する振動台実験） 

水野らの研究 1.16)では，医療機器の地震時挙動と耐震性を明らかにするため，代表的

な医療機器の実物・模型の振動台加振実験を行うものである． 

東北大学建設系建物を病院とみたて，入力地震動に 1978 年宮城県沖地震東北大学建

設系建物の 1 階・9 階の強震記録（NS）を採用し，可能な限り波形を忠実に再現する

方針とした．振動台の性能上時に再現することが不可能であるため，試験体は，実物と

模型（長さの相似比１/2．7，1/3 の 2 種）を用いた．試験体として用いた医療機器は，

1)未熟児用保育器，2)NICU 用未熟児用保育器，3)新生児用ベット（コット），4)成人用

ベット，5)ICU 用成人用ベット，6)床頭台・オーバーベットテーブル，7)車イス，8)そ

の他，である．キャスターのあるものについては，その条件を変えて実験を行った．床

は，振動台上に合板（厚 24 ㎜）を張り，長尺塩ビ仕上げの 1 種とした．以下に知見を

示す． 

・ 実験を行った中では，保育器類が最も耐震的に不利である． 

・ 保育器のキャスターをフリーにした場合は，転倒に対して有利となるが，移動量が

かなり大きくなる． 

・ 保育器は通常 4 個のキャスターのうち 2 個をロックする．前面ロックよりも対角

ロックの方が，転倒に対して有利となる．保育器自体の鉛直軸まわりの回転でエネ

ルギーを吸収するためと考えられる．看護婦の日常の操作の上からは前面ロックの

方が使いやすいが，今後対角ロックを推奨すべきである． 

・ 宮城県沖地震の東北大学建設系建物を大地震時の病院建物と想定すると，キャスタ

ー条件と設置階によっては保育器類に転倒を生ずる． 

人見らの研究 1.17)では，地震時における医療機器のロッキング・転倒対策の検討を目

的として，振動台実験と数値解析を行った．図 1.5 に示すように新生児用ベッドと透析

液供給装置に正弦波や地震時の床応答を入力し，機器のロッキング・転倒の有無を調べ

た．実験結果を再現できる医療機器の解析モデルを作成し，地震動の不確定性を考慮し

た数値解析により，b/h  （b ：幅，h ：高さ）の目標値を検討した．以下に得られた知見

を示す． 

・ 振動台実験により，新生児用ベッドに正弦波を入力しロッキング・転倒の有無を調

べた．キャスターがフリーや 2 点対角ロックとした条件ではロッキング・転倒は

発生しなかった．全てロックした場合は重心幅高さ比 b/h が小さいほどロッキン

グ・転倒しやすかった． 

・ 振動台実験により，透析液供給装置に地震波を入力しロッキング・転倒の有無を調
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べた．図 1.6 に示すように入力波の等価振動数が 2.0 Hz 未満の範囲で最大床応答

速度 PFV が大きくなると転倒し始めた． 

・ 数値解析により，地震動のばらつきを考慮した医療機器のロッキング・転倒に関す

る被害関数を求めた．b/h を大きくするほどロッキング・転倒の発生確率を確実に

低減することができる．建物の耐震設計で考慮する，極稀な地震（再現期間 500 年

程度）による建物の振動応答として PFV ＝80cm/s を考慮した場合においても，

b/h を 0.4 以上とした場合には転倒確率を非常に小さくできる． 

 

（医療施設の機能保持性能を検証するための実大震動台実験） 

佐藤らの研究では，既存医療施設の多くを占める耐震構造と，近年急増している免震

構造の両方の機能保持性能と限界性能の定量的評価をしている．医療施設の機能保持性

能を評価するため実施された初めての大規模構造物振動実験であり，世界で最初の大規

模免震構造物実験である．地震動として直下型地震である短周期地震動（想定関東地震）

と長周期地震動（想定新東海地震）を用いた．試験体は免震周期が 2.5 秒程度と 2000

年以前の免震構造に主な固有周期となっている．表 1.1，1.2 に短周期地震動と長周期

地震動の各試験体の室内被害を示す．耐震構造では，長周期地震動を入力した場合はそ

れほどの被害は発生しなかったが，短周期地震動を入力した場合は著しい機能低下が確

認された．長周期地震動を入力した場合，地震動の卓越周期と免震周期が近接している

 
図 1.5 振動台実験の様子 1.17) 

 

図 1.6 DF のロッキングや転倒被害と入力波の関係 1.17) 
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場合は，キャスター機器の移動量が大きくなり致命的な被害が確認された．免震構造の

医療機器の変位が大きいものはキャスターがフリーになっている． 

 

医療施設の室内被害を評価した既往研究の課題を以下に示す．佐藤らは固有周期が

2.5 秒程度である初期の免震建物を対象としているが，現在は免震建物の設計固有周期

は長周期化して 4 秒を超えることが一般的であり 1.10），床応答加速度はより低減されて

いる．免震装置のラインナップも増え，現在は中低層建物を中心に球面すべり支承も普

及している．また医療施設を想定した室内状況として，医療機器の設置状況や接続状況

も実際の現場とはやや異なっており，複数機器を配置した実大試験体での振動台実験に

よる室内被害評価がない． 

 

1.2.3 医療施設における免震構造の普及 

 兵庫県南部地震での被害を契機に免震建物の数は着実に増加し，医療施設は免震構造

の適用率が高まっている 1.18）．2016 年の熊本地震（Mj7.3）では，震度 6 弱以上 5 弱未

満の地域に立地する病院が避難を余儀なくされ，入院医療が中断し，地域医療に大きな

影響を与えた 1.19）．震度の小さい熊本大学医学部附属病院でも，耐震診断を受けた建物

では什器や実験室などに被害が出たが，免震構造の建物では影響はなかった．2023 年

のカフラマンマラシュ地震では，免震構造の病院が災害対応の拠点となった 1.20）．トル

コでは 2013 年以降，高地震地域の 100 床以上の病院には免震構造が義務付けられてい

る．このような被害報告を受け，医療業界において免震構造の採用が進んでいる． 

病院の所有者や医療従事者は，地震時において免震構造の建物は優れた耐震性能を発

揮し，建物使用への影響はほとんどないと期待している．しかし，このような過信は，

免震病院における地震対策に関する誤った判断につながる．1.2.2 節で紹介した佐藤ら

の研究では，免震初期を模擬した実物大の建物として，天然積層ゴムと鋼製ダンパーを

用いた免震建物と，高減衰積層ゴムと固有周期約 2.5 秒の免震建物の 2 種類の免震建物

表 1.1 短周期地震動による室内被害 表 1.2 長周期地震動による室内被害 
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に医療機器を配置し，地震被害に対する医療機器の脆弱性を定量的に評価した 1.21）．こ

の研究では，短周期地震動に対しては非常に高い医療機能の保持が観察されたが，長周

期地震動に対してはキャスター装置の大規模な移動と致命的な損傷が観察された

1.21~26）．この研究結果は，免震建物の特性と建物内什器・機器の損傷予測との関係を引

き続き検討すべきことを示唆している 1.27~31）． 

免震支承として，積層ゴム支承系，鉛プラグ入りゴム支承系，高減衰ゴム系支承系な

どのゴム系支承や球面すべり支承を含む鋼製系支承などがある．免震支承は上部構造を

鉛直方向に支持しながらも，水平方向には極めて低い剛性により長周期化し，地震時の

応答低減を図る．しかし，中低層建物の場合は質量が小さく，ゴム系であれば長周期化

のため積層ゴムの直径を小さくすると免震ゴムに座屈が生じるためにが免震化が困難

な場合がある．一方，球面すべり支承であれば，建物重量に左右されることなく固有周

期を長周期化することができる．球面すべり支承（Friction Pendulum Bearing ：FPB，

Friction Pendulum System：FPS，または Spherical Sliding Bearing：SSB）は，軽

量な中低層建物や体育館の屋根，軽量施設の免震構造として日本で普及しつつある．

FPB は，球面すべり板の上にテフロン加工を施したスライダーを設置して滑らせる免

震システムである 1.32）．球面の曲率半径によって免震層の固有周期を調整できる．積層

ゴム支承では，低軸力での変形性能と長周期化を実現することが困難であったが，FPB

では支持重量に依存しない免震建物の長周期化を実現している．FPB は，振り子運動

を利用した復元機構と，摩擦力を利用した履歴系の減衰機構を有している．日本国内で

の限られた用途に比べ，FPB の研究と応用は，極大地震動に対する応答評価を含め，海

外では長い歴史がある 1.33）． 

  

(球面すべり支承の開発の歴史)  

 球面すべり支承は 1990 年代に Zayas らによって提案・実用化された免震システムで

ある 1.32）．従来の免震システムと比較して強度，汎用性，設置の簡便性が向上すると同

時に固有の性能上の利点を有する．よく知られた振り子運動の工学的原理に基づいてお

り，長寿命で環境劣化に強い材料で構成されている．本節では摩擦面が 1 面の single 

FP（FPS），2 面の double FP (DCFP)，4 面の triple FP (TFP)のそれぞれの特長と，

日本において普及しつつある double FP の SSB に関する研究について示す． 

球面すべり支承を考案した Zayas は，1 面の FPS について技術的性能を評価するた

めの包括的な研究・試験プログラムの結果をまとめている 1.32）．図 1.7 に，FPS のスチ

ール接続部の写真と断面図を示す．図 1.8 に FPS のコンセプトである振り子運動を実

現する方法を示す．支持された構造体は，小振幅の振り子運動として地震動に対して応

答する．摩擦減衰が地震のエネルギーを吸収する．その結果，シンプルで予測可能な安

定した地震応答が得られる．凹面が上向きでも下向きでも，連結部の動作は同じである．

固有周期は，凹面の曲率半径 r の選択によって制御される．FPS 接続部に支持された剛
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体質量の固有振動周期 T は，次式の振り子の方程式(1.1)から決定される， 

 

𝑇 ൌ 2𝜋ඨ
𝑟
𝑔

ሺ1.1ሻ 

 

ここで g は重力加速度である．この振り子周期は，FPS アイソレータ上を滑動する質

量の周期であり，FPS 上に支持された比較的剛性の高い構造物の振動の免震固有周期

である． 
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FPS のアプローチは，多様な耐荷重を持つコンパクトな免震装置の建設を可能にす

る．建物模型の振動台試験により，重力と形状を利用した復元力により，効果的で汎

用性の高い免震システムが実現できることが実証した．個々の FPS の要素実験では，

支承がその変位範囲を通して完全な強度と安定性を保持することが実証した．非線形

の時刻歴応答解析により FPS 免震構造物は，断層近傍の直下型地震動，長周期地震

 

 

(a) FPS の写真 

 

(b) FPS の断面図 

図 1.7 FPS1.32） 図 1.8 FPS の原理 1.32） 

 

 
図 1.9 Section through centre of DCFP bearing at various stages of motion．

1.34） 
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動，激しい鉛直地震動を含む厳しい地震動を受けた際に，優れた地震応答を有するこ

とを示した．また偏心構造物や不規則構造物のねじれ運動は大幅に低減できることを

示した．応答スペクトルにより適切に設計された構造物の場合，地震荷重は 1/8 以下

に低減できることを示した． 

2 面球面すべり支承（DCFP）は，従来の FPS を応用したものである 1.34）．DCFP の

主な利点は，図 1.9 に示すように同じ平面寸法の従来の FPS に比べて，大幅に大きな

変位に対応できることである．さらに，曲率半径や摩擦係数の異なるすべり面を使用で

きるため，設計者は性能を最適化するための組み合わせを選定することができる．

DCFP は，2 つの凹面の曲率半径の和に等しい有効曲率半径と，各滑り界面の摩擦係数

の平均に等しい摩擦を持つ従来の FPS とよく似た挙動を示す．各表面の変位は大きさ

が等しく，全変位の半分に等しく，DCFP を採用する第一の利点は，コンパクト化によ

るコスト削減である．DCFP は，従来の FPS と比較して，荷重-変位関係に影響するパ

ラメータの数が多く，設計者が調整することができる．摩擦係数の異なる凹面を採用す

ることで，剛塑性のバイリニア履歴型が得られることを示した．さらに，可動変位の異

なる上部と下部の凹面プレートを使用することにより，剛塑性のトリリニア履歴型も可

能である． 

さらに Fenz らの研究では，図 1.10 に示すように内部振り子・2 段目振り子下面・2

段目振り子上面の 3つのすべり機構を有する TFPの動作原理と力-変位関係を開発した

1.35,36）．この軸受は完全に受動的なデバイスでありながら，可変剛性及び可変減衰であ

 
図 1.10 Displaced shape (a) and free body diagrams (b) of the triple FP bearing 

during sliding regime I．Sliding occurs on surfaces 2 and 3 only; motion has not 

yet been initiated on surfaces 1 and 4．1.35） 
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る．可変挙動の主な利点は，免震システムを複数の性能目標や複数のレベルの地盤の揺

れに対して個別に最適化することができることである．内部構造は様々な凹面で構成さ

れており，動作の過程で滑りが発生する可能性のある面の様々な組み合わせによって挙

動を設計することができる．図 1.10 に示すように滑り面が変化すると，剛性と摩擦も

それに応じて変化する．各摺動面の有効曲率半径，摩擦係数，および可動変位に基づい

て，任意の時点でどの面が摺動するかを決定するための方法を示している．適切に構成

された場合，これらの軸受は，変位が増加するにつれて理想的に変化する剛性と減衰を

寄与する． 

 

(国内における球面すべり支承の研究開発) 

竹内らの研究では，上下のコンケイブプレートプレートの曲率と摩擦係数が同じで，

かつスライダーに関節を有しない DCFP タイプに対し，偏心や浮き上がりを伴う SSB

付架構の縮小振動台実験を実施し，その応答性上の分析を行った 1.37）．以下に得られた

その知見を示す． 

・ 基準面圧の約 1/10 の低面圧下において摩擦係数が高面圧の基準値より倍程度大き

くなり，速度の上昇による摩擦係数の増加もより顕著になる特性が確認された． 

・ 重量を偏心させた場合の最大捩れ応答値は重量均等と同等程度に留まり，捩れ応答

の増幅はあまり見られなかった． 

・ 浮き上がりが生じた際，支承部ではスライダーの空走が確認され，残留変位が大き

くなる傾向が見られたが，水平応答履歴に対する影響はあまり見られなかった． 

・ 摩擦係数を評価するにあたり，低面圧および温度上昇が少ない影響を補正関数で表

すことで，実験結果の再現精度をたかめることができた．さらに摩擦係数の速度依

存性を粘性項で表現し，バイリニア型の弾塑性要素と粘性要素を組み合わせた履歴

モデルを提案し，実験結果を概ね再現できることを示した． 

同じく竹内らの研究により，SSB の水平二方向応答特性が検証されている 1.38）．また

上部構造に与える影響を時刻歴応答解析により，二方向入力応答はその直交方向成分と

しての一方向入力応答に比べ，変位が最大 2 倍程度に増大すること，一方向入力下で上

層部での応答加速度が増幅する場合でも，二方向入力下で直交方向の入力が加わること

で履歴形状の変化により応答加速度が低減すること，が指摘されている． 

球面すべり支承は米国を中心に，さまざまなタイプが開発されているが，日本で主に

用いられてる球面すべり支承に関しては研究論文が少ない．特に近年，地震力低減を目

的に低摩擦タイプ（摩擦係数 0.013 程度）の SSB の採用が増加傾向であるが，知見は

限られている．上部構造を実大とし，什器・医療機器などを設置した実験がなく，球面

すべり支承が室内被害に与える影響を調査した研究はない． 
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1.2.4 性能設計手法 

性能限界と地震動レベルの組み合わせを施主と設計者との合議により選択すること

が可能な性能設計を求められている．米国では 1994 年のノースリッジ地震を契機に

Federal Emergency Management Agency（FEMA）などにより Performance-Based 

Seismic Design（PBSD，性能耐震設計法）の研究がすすめられている 1.39)．一方で日

本では，限界耐力計算が性能設計法として存在しているが活用されている事例は少ない．

また他にも日本建築構造技術者協会（以下 JSCA）では，建築主と構造設計者との対話

を実践していくために性能設計メニューを提案しているが，医療施設に特化した性能設

計手法は存在しない．ここでは，参考として中低層建物を対象とした JSCA 性能設計説

明書 2021 年版【耐震性能編（簡易法）】について紹介する． 

（耐震性能グレード【簡易法】の判定基準値） 

JSCA 性能設計説明書 2021 年版【耐震性能編（簡易法）】1.39)は，高さ 20ｍ未満の低

層建物を含めた高さ 31ｍ以下までの中低層建物，すなわち許容応力度等計算および保

有水平耐力計算で構造設計を行うのが一般的な建物を対象に，静的な設計結果を基に大

地震時の変形を想定して耐震性能グレードの判定を行うことを目的としてまとめてい

る．説明書の適用範囲となる建物は以下としている． 

・ RC 造または S 造の高さ 31m 以下の中低層建物 

・ 耐震構造なお，制振構造および免震構造は適用範囲外とする． 

・ 剛性率が 0.60 以上の建物ただし，RC 造ルート 1 の建物に対しては剛性率の制限

を除外する． 

・ 偏心率が 0.15 以下の建物ただし，RC 造ルート 1 の建物に対しては偏心率を 0.3

以下とする． 

・ 地盤種別が第一種地盤または第二種地盤であること． 

・ 地盤の液状化の可能性が低いこと 

中低層ＲＣ造建物に対する耐震性能グレード【簡易法】の判定基準値を表 1.3 ，中低

層Ｓ造建物に対する耐震性能グレード【簡易法】の判定基準値を表 1.4 に示す．本説明

書による耐震性能グレードの判定は，地震時の変形による躯体に対する被害の程度のみ

で評価している． 
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（判定基準値と復元力特性の関係） 

中低層ＲＣ造建物の判定基準値と復元力特性の関係を図 1.11 に示す．標準的イメー

ジの復元力特性としてひび割れ耐力を性能保有水平耐力の 0.4～0.6 倍，二次勾配を初

期剛性の 0.25 倍としたトリリニアとしている．図 1.11 に示すように，特級は高い初期

剛性と耐力を求められており壁フレーム構造が必須と考えられる．また，上級はフレー

ム構造でも設計可能と思われるが相当大きな部材剛性および耐力を必要とすると考え

られる．なお，建築基準法による規定では一次設計用層せん断力（Qe）時の層間変形角

は1/200 以下であるが，スラブの協力幅や鉄筋などの剛性に関係する条件を考慮して，

基準級における弾性剛性による Qe 時の層間変形角を 1/500 に設定する． 

中低層Ｓ造建物の判定基準値と復元力特性の関係を図 1.12 に示す．フレーム構造は

判定基準値が折れ点となるバイリニアの復元力特性とし，ブレース付フレーム構造は標

準的イメージの復元力特性として性能保有水平耐力の 0.5 倍でブレースが先行降伏し，

二次勾配を初期剛性の 0.6 倍としたトリリニアとしている．フレーム構造は耐力を高

めて地震エネルギーを吸収するタイプであり，ブレース付フレーム構造では初期剛性を

表 1.3 中低層 RC 造建物の判定基準値 1.39) 

 

表 1.4 中低層 S 造建物の判定基準値 1.39) 
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高めて地震エネルギーを吸収するタイプであるが，いずれも履歴特性が安定しているこ

とから，耐震性能グレードの判定は，フレーム構造，BRB 付フレーム構造の区別はな

い．鉄骨造の場合，現実的にはフレーム構造では剛性が小さく，特級とするためには

BRB 付フレーム構造とする必要がある． 

 また JSCA 性能設計説明書 2021 年版では，同中低層の耐震建物を対象に静的な設計

結果を基に大地震時の変形を想定して耐震性能グレードの判定を行う判定基準値を提

案しており，その妥当性を示している．しかしながら，躯体に対する被害の程度のみを

評価し，室内被害は対象外としている． 

  

 
図 1.11 中低層 RC 造建物の判定基準値と復元力特性の関係（標準的イメージ）

1.39) 

 
図 1.12 中低層 S 造建物の判定基準値と復元力特性の関係（標準的イメージ）1.39) 
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1.3 本論の目的 

これら医療施設に関する現状を踏まえて，本論文では室内被害を考慮した医療施設の

耐震設計手法を提案するために，以下の情報を提供する．本論では室内被害を医療施設

室内の医療機器及び什器の移動や転倒により医療行為の継続性を阻害する事象とし，主

にキャスター付き医療機器等が複数存在する居室を想定している． 

1. 地震動と機器の転倒や移動量との関係について，要素実験及び実大病院建物の振動

台実験で得られた結果とその分析を報告する．医療機器の管理区分などを考慮して，

転倒や衝突，回路のはずれなどによる医療継続性への影響を分析する． 

2. 免震装置の要素実験と E－ディフェンス実験施設における実大病院建物の振動台

実験により，面圧，速度，静止摩擦係数が低摩擦球面すべり支承の性能に及ぼす影

響を調べる． 

3. 機器単体の詳細な挙動や損傷を評価対象とせず，室としての被害程度を大きく分類

し，それを予測するための各床応答値の指標と被害程度の相関性を実大実験により

検証し，医療施設の被害評価の予測手法を提案する． 

 

1.4 論文の構成 

本論文は第 1 章から第 6 章で構成されている．第 6 章を除く各章の内容は下記のと

おりである． 

 第 1 章では，序論と既往の研究として，医療施設の被害や球面すべり支承に関する既

往の研究について詳細に示し，そこから得られた知見と課題点についてまとめる． 

 第 2 章では，要素実験および実大震動台実験の，試験体・加振計画・計測計画・結果

など実験の概要について述べる．要素実験では，床材を変数にしたキャスター付き台車

の引張試験を実施し，キャスターの固定条件と床材の特性ごとに移動量に影響する係数

を評価した．また，震動台実験では，臨床工学技士や医療機器メーカー，看護師による

事前調査に基づき建物内の居室に医療現場でのレイアウトを再現し，医療機器の地震時

挙動と被害状況に関するデータを獲得した． 

 第 3 章では，震動台実験における医療機器の挙動を分析し，医療機器の管理区分など

を考慮して，転倒や衝突，回路のはずれなどによる医療継続性への影響を整理した． 

 第 4 章では，免震構造としてすべり支承の挙動を分析した．免震装置の出荷前動的試

験では，製造上のばらつき，速度依存性，面圧依存性を確認するためのデータセットが

得た．実大免震試験体は，断層近傍地震および長周期地震動を入力地震動として用いて

実験した．設計用の数値解析モデルを用いて，設計式を用いた応答予測精度を検討し，

低面圧条件下での挙動を正確に予測するための設計上の留意点を取り上げた．すべり係

数が室内医療機器の挙動に及ぼす影響について考察した． 

 第 5 章では，室内被害を考慮した中低層の医療施設の簡易性能設計手法を提案してい

る．先ず，第 4 章での振動台実験結果の分析に基づき，建物床応答に対して病室として
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の被害程度を 4 段階に分類するフローを提案した．耐震性能グレードに応じて耐力や剛

性が異なる特級，上級，基準級の建物に対して，提案する室内被害ランクを用いた評価

フローに基づいて医療機器の被害評価を行い，耐震等級と医療機器の被害との関係を整

理する． 
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2. 医療施設の実大震動台実験試験体の設計と結果概要 

2.1 はじめに 

 本章では医療施設を対象とした実大震動台実験の試験体と加振計画，実験の事前数値

解析による予測と事後の数値解析による実験結果の追従性について述べる．本研究では

実大震動台実験の事前に球面すべり支承の要素実験を実施しているが，球面すべり支承

の要素実験については 4 章で述べる．また，事後の数値解析による実験結果の追従性に

ついては本章では耐震試験体のみを述べ，免震試験体については 3 章で述べる．  

 

2.2 試験体の設計 

2.2.1 全体概要 

図 2.1～2.5 に各階伏図，図 2.6 に軸組図，図 2.7 に試験体全図，表 2.1，2.2 に各試

験体の代表断面を示す．実大震動台実験は図 2.1 に示すように X 方向 15m，Y 方向 20m

の震動台上に耐震試験体と免震試験体の 2 体を併設した．両試験体間は図 2.2 に示すよ

うに渡り廊下とエクスパンションジョイントを用いて接続して，ジョイント部には

600mm のクリアランスを設けている．図 2.8 に柱脚の仕様を示す．一般的な鉄骨造露

出柱脚の設計においても既製品を用いることが多いことから，露出柱脚にはセンクシア

によるハイベース NEO 工法（EB 型式）2.1）を用いた． 
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(a) 概要図 

 

(b) 全景写真 

図 2.7 試験体全体図 
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表 2.1 耐震建物 代表断面 

部位 断面（mm） 鋼材種別 

柱 □-250×250×16 BCR295 

大梁 H－400×200×8×13 SN490B 

小梁 H－300×150×6.5×9 SS400 

基礎梁 B1,200×D1,000 RC 梁 

スラブ t=150 RC スラブ 

 
表 2.2 免震建物 代表断面 

部位 断面（mm） 鋼材種別 

柱 □-250×250×9 BCR295 

大梁 H－400×200×8×13 SN490B 

小梁 H－400×200×8×13 SS400 

基礎梁 B1,300×D600 RC 梁 

  

EJ250-4-30 

（a） 耐震試験体 

EJ250-4-24 

(b) 免震試験体 

図 2.8 柱脚の仕様 
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2.2.2 構造体の設計方針 

耐震試験体と免震試験体の構造体の設計方針を以下に示す．試験体の設計にあたり許

容応力度設計および保有水平耐力計算は一貫構造設計システム BRAIN-Ⅲ2.2)を用いた． 

 

(a) 耐震試験体 

本試験体の耐震設計は，「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」2.3)の耐震安全性の

分類Ⅰ類相当として，大地震動後，構造体を補修せず建築物を使用できることを目標す

る．具体的には，1 次設計用地震力に対して許容応力度設計を行い，層間変形角 1/200

以下とした．また，2 次設計は保有水平耐力が必要保有水平耐力の 1.5 倍以上有してい

ることを確認し，全体崩壊形のメカニズムを形成するよう「冷間成形角形鋼管設計・施

工マニュアル」2.4)の部材耐力比の規定を満足させた．架構は 4 階建てのラーメン構造

で，柱は冷間成形角形鋼管，梁は H 形鋼とした．柱脚は露出型形式とし，アンカーボル

ト先行降伏型の設計とした． 

 

(b) 免震試験体 

免震試験体は予備応答解析によりレベル 2 地震動相当の地震力として，ベースシアー

係数 C0＝0.2 の Ai分布に対して短期許容応力度以下となるように設計した． 

 

2.2.3 試験体概要 

 平面は，耐震建物を 7m×10m，免震建物を 5m×6m とした．階高は，一般的な病院建

物を参考に，耐震建物の 1 階部分は 3.6m，2 階以上は 3.4m，免震建物は 3.5m とした． 

 

(a) 耐震試験体 

 柱は FA ランクの角形鋼管（BCR295）を，2F，4F，RF の梁は，FA ランクの H 形

鋼（SN490）を使用した．3F の梁は，梁端ウェブ補剛工法 2.5）を採用した．柱脚は，ハ

イベースを用いた柱脚ヒンジ仕様とし，柱形を小さく，根切りを浅くした．床スラブは

デッキ形式とし，2F と 4F はフラットデッキ 2.6），3F にはサイノスデッキ 2.7）を用いた．

なお，デッキには施工手順と性能を確認するために複数の仕様を用いているが，試験体

の構造性能には影響を及ぼさないため，ここでは詳細の記述を控える． 

 この骨組に対して (2.1)式で定義される「はりパネル複合型崩壊に対応した柱の耐力

比」γk3)を計算すると X・Y 方向とも各層 1.11 となり，全体崩壊形と判断される． 

 

𝛾௞ ൌ
∑𝑀௣௖௝

∑ൣ𝑚𝑖𝑛൫1.5𝑀௣௕௝ , 1.3𝑀௣௣௝൯൧
 ሺ2.1ሻ 

 



 

33 
  

ここで Mpcj，Mpbj，Mppjはそれぞれ k 階の第 j 節点における上下柱の全塑性モーメン

トの和，左右梁の全塑性モーメントの和，柱梁接合部パネルの全塑性モーメントであ

り，Σは k 階内の各節点の和を表す．ここで鉄骨梁は完全合成梁として必要な頭付ス

タッドを打設し，剛性はスラブを考慮した完全合成梁として，耐力はスラブを無視し

た鉄骨梁断面のみを考慮する． 

 

(b) 免震試験体 

免震骨組には球面滑り支承を採用し，支承が滑動したときに上部構造の固有周期が 4

秒程度になるように設計した．試験体の応答と球面すべり支承の詳細については 3 章で

述べる．渡り廊下部には免震対応のエキスパンションジョイントを設置した． 

 

2.2.4 試験体の荷重条件と地震荷重表 

設計に用いた病室の荷重条件を表 2.3 に示す．積載荷重には建築基準法施工令 85 条

の病室を採用し，試験体内に設置する医療機器が当該積載荷重以下であることを確認し

た．また，耐震試験体屋上には高架水槽（110 kN）を設置したため別途積載荷重を設定

した． 

 

表 2.3 荷重条件（単位：kN/m2） 
 仕上荷重 積載荷重 

屋上 
（耐震 
試験体） 

押えコン t80 1,840 床版 2,700 
モル・防水 450 小梁 2,600 
天井・配管 200 大梁 2,450 
水勾配打ち増し 230 地震 600 
外壁 300 

 
合計 3,020 

屋上 
（免震 
試験体） 

押えコン t400（錘） 9,600 床版 1,800 
モル・防水 450 小梁 1,550 
天井・配管 200 大梁 1,300 
水勾配打ち増し 230 地震 600 
外壁 300 

 
合計 10,780 

病室 

ビニル床シート 100 床版 1,800 
コンクリート直押え 230 小梁 1,550 
間仕切り 300 大梁 1,300 
外壁 300 地震 600 
天井・配管など 200 

 その他 200 
合計 1,330 

 

表 2.4，表 2.5 に各試験体の地震荷重表を示す．耐震試験体，免震試験体とも 1 階と
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屋上を除く一般階の平均重量は鉄骨造としては標準的な 7kN/m2程度となっている．屋

上階は耐震試験体は水槽を設置し，免震試験体は免震装置の面圧をできるだけ大きくす

るために錘を設置していることから平均重量が大きくなっている．屋上には機械を設置

することが多いことから高さ方向の重量分布においても一般的な設計と同等と考える．

設計時の試験体重量は耐震試験体で 4,020kN，免震試験体で 2,080kN であった． 

 

表 2.4 耐震試験体地震荷重表 

階 

積載 

荷重

(kN) 

固定 

荷重

(kN) 

各階 

重量

(kN) 

合計 

重量 

(kN) 

平均 

重量 

(kN/m2) 

Ai 

分布 

層せん断

力係数 C 

層せん断

力 Q 

(kN) 

R 154 580 734 - 10.0 - - - 

4 44 430 474 734 6.5 1.51 0.30 221 

3 44 424 468 1,208 6.4 1.29 0.26 311 

2 44 431 475 1,676 6.5 1.13 0.23 379 

1 55 1,812 1,867 2,151 20.5 1.00 0.20 430 

 

表 2.5 免震試験体地震荷重表 

階 
積載荷

重(kN) 

固定荷

重(kN) 

各階重

量(kN) 

合計重量

(kN) 

平均重量 

(kN/m2) 

Ai 分

布 

層せん断

力係数 C 

層せん断

力 Q(kN) 

R 19 490 510 - 15.8 - - - 

3 26 203 229 510 5.3 1.575 0.263 134 

2 26 305 331 738 7.7 1.428 0.233 172 

1 30 980 1,009 1,069 20.5 1.285 0.2 214 

 

 

2.2.5 許容応力度設計 

 各試験体各部材の許容応力度設計時の応力度を許容応力度で除したものを示した断

面検定比図を図 2.9，図 2.10 に示す． 

耐震試験体の T1 通りは長辺方向で震動台の X 方向を向いており，TA 通りは短辺方

向で震動台のＹ方向を向いている．耐震試験体の地震力は 1 次設計時相当としてベース

シアー係数 C0＝0.2 の Ai分布とした． 

免震試験体はレベル2地震時相当としてベースシアー係数C0＝0.2のAi分布とした． 

最大検定比は耐震試験体の柱は 1 階の中柱で 0.71，大梁は 2 階の Y 方向で 0.7 であり，

免震試験体の柱は 1 階 M1 通の柱で 0.78，大梁は 2 階 M1 通で 0.68 であった． 
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（a）T1 通 （b）TA 通 
図 2.9 耐震試験体検定比図（1 次設計時） 

 

 
 

 

（a）1 通 （b）B 通 
図 2.10 免震試験体検定比図（レベル 2 地震相当） 

 
※検定比の表記例 0.76（1）-M 
（0.76：検定比，（1）：荷重ケース，M：曲げモーメント） 
「荷重ケース」（1）：長期，（3）：+X 方向短期，（4）：-X 方向短期，（5）：+Y 方向短

期，（6）：-Y 方向短期，「最大検定比」M：曲げモーメント，Q：せん断力，δ：たわ

み 
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2.2.6 耐震試験体の保有水平耐力設計 

設計に際して，試験体の静的増分解析を実施し，保有水平耐力とそのときの骨組の状

態を調査した．この解析の主な条件は下記のとおりである． 

① 外力分布は Ai 分布による 

② 鋼材の降伏点は基準強度（規格下限値の 1.1 倍）とする 

③ 材料特性は歪硬化係数 1/100 のバイリニア型とする 

④ 柱梁接合部パネルは考慮しない 

⑤ 露出柱脚は弾性回転剛性は考慮し，軸曲げとせん断について Bi-Linear 特性を持

つ．軸曲げはメーカーの設定した N-M 相関降伏面を補完した耐力曲線を有し，2

軸曲げの相関関係を考慮する． 

⑥ 梁の曲げ耐力には床スラブの合成効果を無視する 

⑦ はりの曲げ剛性は，長期荷重・水平荷重モデル別に，RC 規準に従ってスラブ有効

幅を考慮する， 

 

得られた保有水平耐力を表 2.6 に，保有水平耐力時のヒンジ図を図 2.11 に示す．各

層の保有水平耐力は要求体力を十分に上回っている．保有水平耐力時には，中柱につい

ては柱頭と柱脚にヒンジが形成されており，側柱については梁端部にヒンジが形成され

ている．一般に柱脚が柱に対して先行降伏し保有耐力接合の条件を満足しない場合は１

階の Ds 値を 0.05 程度割増すなどの措置をとる．しかしながら，本実験で採用したハ

イベースNEO工法ではベースプレートとアンカーボルトの終局耐震性能が充分に発揮

されるベースプレート形状にすることで，柱脚の吸収エネルギーを向上させており，1

階の保有水平耐力が必要保有水平耐力の 1.1 倍以上である場合，当該割増が不要となっ

ている（BCJ 評定-ST0059）2.1)． 

 

表 2.6 耐震試験体の保有水平耐力 

層 

X Y 

Ds 
Qud 

(kN) 

Qun 

(kN) 

Qu 

(kN) 

Qu/ 

Qun 
Ds 

Qud 

(kN) 

Qun 

(kN) 

Qu 

(kN) 

Qu/ 

Qun 

4 0.25 1,105 276 511 1.85 0.25 1,105 276 464 1.68 

3 0.25 1,553 388 717 1.85 0.25 1,553 388 652 1.68 

2 0.25 1,895 474 875 1.85 0.25 1,895 474 796 1.68 

1 0.25 2,151 645 994 1.85 0.25 2,151 645 903 1.68 
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2.2.7 医療機器の設置 

各棟の居室のレイアウト図 2.12 に示す．生命維持装置を要する部屋として，NICU，

手術室，コロナ重症患者用病室，透析医療室を，事業継続を求められる部署として，診

察室，処置室，検査部，薬剤部，スタッフステーションを再現し，医療機器や什器を配

置した． 

居室や部署のレイアウトは，医療従事者と協議の上，各部屋に一般的に必要とされる

機器を配置した．機器は展示用や廃棄予定の備品を医療施設から収集した．キャスター

固定時の摩擦係数やフリー時の転がり摩擦係数が機器の移動や転倒に与える影響を確

認するため，病室の床材として一般的に用いられている特性の異なる床材として AC28，

MJ20，パーマリューム（MJ20 と同等），移動荷重用フロア（クリンセフと同等）を用

いた．色がない部分はコンクリート床になる．本稿では，患者を載せる機器（分類①）

とその他の医療機器（分類②）で分類した． 

表 2.7 に着目した主要な医療機器，B（キャスターの幅）/H（重心高さ）の推定値，

厚労省の指定する管理クラス分類，キャスターの固定状況を示す．ただし，実験時に計

測できなかった B/H は，類似の機器を用いた．B/H は分類①と比較して分類②の方が

小さく転倒しやすい傾向がある．医療機器のクラス分類は，機能の停止が人体に与える

リスクに応じて「高度管理医療機器（リスクが高いもの）」「管理医療機器（リスクが低

いもの）」「一般用医薬品（リスクが極めて低いもの）」の 3 つに分類されている．キャ

スターはいずれもロックとした． 

 
  

（a）1 通 （b）A 通 

図 2.11 耐震試験体の保有水平耐力時のヒンジ状態 
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表 2.7 主要な医療機器 

分類 種類 B/H※8 クラス 固定状況 

①
患
者
を
載
せ
る
機
器 

保育器※1 0.55 ◎ 対角ロック 

インファントウォーマ※2 0.55 ◎ 対角ロック 

新生児ベッド 0.78 △ 対角ロック 

ベッド 3.86 △ ロック/フリー※7 

手術台 0.69 △ 全点ロック 

検査台 1.64 △ ロック/フリー※7 

②
そ
の
他
の
機
器 

点滴スタンド 0.43 △ 一部ロック 

ベッドサイドモニタ※3 0.45 ◎ 前面ロック 

人工呼吸器※4 0.61 ◎ 前面ロック 

IABP※5 0.56 ◎ 全点ロック 

ECMO※6 0.49 ◎ 全点ロック 

（クラス分類：◎高度管理医療機器，〇管理医療機器，△一般医療機器） 
※1未熟児を保護して育てる医療機器であり，容器内の湿度と温度を一定に保つことで未熟

児が生存できる環境を作り出す機器 

※2NICU での集中看護・処置から新生児の蘇生までトータルにサポートする多機能な開放

型保育器 
※3心電図や血圧，体温，血中に含まれている酸素量などを観察する機器 
※4肺への空気の出入りを補助するための機器．通常は，合成樹脂製のチューブを鼻または

口から気管に挿入する．数日以上必要な場合は，首の前側を小さく切開して（気管切開），

気管に直接チューブを通すこともある． 
※5大動脈内バルーンパンピングの通称，心臓の拍動に合わせて，バルーンの収縮と拡張を

繰り返すことで心臓を補助する圧補助循環装置 
※6膜型人工肺の通称，人工肺とポンプを用いた体外循環回路による治療装置 
※7加振途中にロックが外れてフリーとなるケースが多かった． 
※8推定値を示す． 
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2.3 計測計画 

非構造部材を含む試験体の各部位に，加速度計，変位計，ひずみゲージを設置して，

加振中の試験体応答を計測した． 

計測対象が非常に多いため，計測箇所を絞ることになった．耐震棟の構造部材につい

ては，東側構面と北側構面のみを計測した．柱に設置したひずみゲージから構面内の曲

げモーメント分布を推定することとした．また，柱脚については，アンカーボルトの軸

ひずみ，接触型の変位計を用いてベースプレートの回転角を計測した．1 層の柱は，ワ

イヤー式の変位計を用いて部材端回転角を計測した．梁は屋上階を除いて，ワイヤー式

の変位計により端部の回転角を計測した． 

医療機器は多数のカメラを設置して，写真2.1に示すように各部屋の状況を撮影した． 

 

 

  
（a）耐震 4 階 コロナ病室 （b）耐震 4 階 NICU 

  
（c）耐震 3 階 手術室 （d）耐震 2 階 診察室 

  

（e）免震 3 階 透析室 （f）免震 2 階 NICU 

写真 2.1 試験体内部の医療機器の設置状況 
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2.4 加振計画 

2020 年 12 月初めに，3 日間に渡り加振した．首都直下地震を想定した地震動として

JMA 神戸 NS 波 2.8)を，南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動対策用として，

建物立地に 2 種地盤を想定した地震動（OS2）2.9)を採用した．OS2 については第 2 種

地盤を想定して，工学的基盤波から非線形解析により地表波を求めた． 

各入力ケースに用いた入力地震動のレベルとそれらの弾性応答スペクトルを表2.8と

 
表 2.8 入力地震動 

ID 地震波 参考レベル 

1 JMA 神戸 NS X 方向 16% 弾性限界 

2 JMA 神戸 NS Y 方向 16% 弾性限界 

3 OS-2 Y 方向 20% 長周期小振幅 

4 JMA 神戸 NS X 方向 50% 2 次設計 

5 OS-2 XY 方向 70% 長周期大振幅 

6 JMA 神戸 NS XY 方向 70%, UD Z 方向 100% 設計超 
 

  
（a）加速度応答スペクトル 

  
（b）速度応答スペクトル 
図 2.13 応答スペクトル 
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図 2.13 に示す．地震動レベルを段階的にあげていき，ID1,2 は 1 次設計地震相当とし

て加速度応答スペクトルで Co=0.2 程度，構造体としては弾性限界に相当する．ID3 は

ID1,2 と加速度と速度は同程度の長時間地震動，ID4 は 2 次設計地震相当として加速度

応答スペクトルで Co=1.0 程度とした．ID5 は応答加速度や速度は ID4 と同程度の長周

期長時間地震動，ID6 は Co=1.0 を上回る設計で想定するレベル超地震動として設定し

た．ID5,6 は OS-2，JMA 神戸 NS をそれぞれ X,Y 方向に 50％入力とした合成として，

45 度方向へ 70％を入力したことを示す． 

 

2.5 試験体の事前地震応答解析 

 試験体挙動の事前予測を目的に ID1～5 の地震動に対して応答解析を行った．耐震試

験体と免震試験体のモデルはいずれも多質点系等価せん断型モデルとし，弾塑性復元力

表 2.9 耐震試験体の固有周期と固有振動数（事前解析） 

次数 
X 方向 Y 方向 

固有周期 固有振動数 固有周期 固有振動数 
（sec） （Hz） （sec） （Hz） 

1 0.81 1.23 0.86 1.16 
2 0.27 3.74 0.28 3.54 
3 0.17 5.98 0.18 5.64 

 
表 2.10 免震試験体の固有周期と固有振動数（免震層固定時） 

次数 
X 方向 Y 方向 

固有周期 固有振動数 固有周期 固有振動数 
（sec） （Hz） （sec） （Hz） 

1 0.78 1.29 0.76 1.29 
2 0.26 3.82 0.26 3.83 

 
表 2.11 免震試験体の固有周期と固有振動数（免震層 100mm 変位時） 

次数 
X 方向 Y 方向 

固有周期 固有振動数 固有周期 固有振動数 
（sec） （Hz） （sec） （Hz） 

1 4.01 0.25 4.01 0.25 
2 0.57 1.75 0.57 1.75 

 
表 2.12 免震試験体の固有周期と固有振動数（免震層 200mm 変位時） 

次数 
X 方向 Y 方向 

固有周期 固有振動数 固有周期 固有振動数 
（sec） （Hz） （sec） （Hz） 

1 4.12 0.24 4.12 0.24 
2 0.57 1.75 0.57 1.75 
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特性は，S 系トリリニア型スケルトンカーブ，減衰は瞬間剛性比例型とし，1 次固有振

動数に対して減衰定数 h=2％とした．質点系モデルの簡易応答解析であるため，地震動

は一方向入力とし，実験では 2 方向入力となる ID5 については最大地動加速度を 1/√

2 倍して X 方向にのみ入力した．免震試験体は，球面すべり支承の摩擦係数のばらつき

として温度依存性，面圧依存性，速度依存性に加えて製造ばらつき±0.007 を考慮する

（温度依存性，面圧依存性，速度依存性の詳細については 3 章で述べる）．表 2.9～2.12

に各試験体の固有値解析結果を示す．免震試験体は球面すべり支承の変位により固有周

期が変化するので免震層固定時と 100mm 変位時，200mm 変位時を示す．数値解析は

弾塑性解析システム HyperSD2.10）を用いた． 

図 2.14 に耐震試験体の最大応答値として，最大最大層間変形角，最大床応答加速度

（PFA），最大層せん断力係数，最大塑性率を示す．ID1,2 は最大層間変形角が 0.006rad

程度，最大層せん断力係数は 0.025 程度，塑性率は 1 以下と弾性範囲に留まり 1 次設計

地震動で想定する範囲内の挙動となった．ID3 以降は塑性化し，2 次設計地震動相当の

地震動とした ID4 では最大層間変形角 0.025rad，層の最大塑性率は 3.3 であった．超

高層建物のレベル 2 地震動の標準的なクライテリアである最大層間変形角 0.01rad，層

の最大塑性率 2 を大きく上回る挙動となり，また 「官庁施設の総合耐震・対津波計画基

準」2.3)の耐震安全性の分類 I 類相当の設計に対しても応答値が大きい．PFA に着目す

ると ID4 で 850cm/s2 程度，ID5 の 700cm/s2 程度なり，ID5 では実験では 2 方向入力

となるため PFA を√2 倍すると概ね 1G 相当（G ：重力加速度）となった．既往の研究

2.11)での家具群の地震時挙動シミュレーションによる床応答加速度と室内被害の様相の

対応を参照すると，いずれも大きな被害が生じると予想される． 

同様に図図 2.15～2.17 に免震試験体の最大応答値を示す．1 階の最大層せん断力係

数はハードケースの場合で 0.1 程度であり弾性域に留まり，PFA は 100cm/s2程度であ

り，構造体，室内被害とも無損傷であることが予想される．一方で免震層変位に着目す

ると，摩擦係数のばらつきの程度によりソフトケースとハードケースでは 4 倍程度こと

なるため，免震装置の挙動を追従するには，摩擦係数のばらつきの大きさを精度良く評

価することが重要と考えられる． 
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（a） 最大層間変形角 

 

 
（b） PFA 

 

 
（c） 最大層せん断力係数 

 

 
（d） 層の最大塑性率 

○：ID1，●：ID2，▲：ID3，□：ID4，■：ID5 
図 2.14 耐震試験体の事前応答解析結果 
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（a） 最大層間変位 

 

 
（b） PFA 

 

 
（c） 最大層せん断力係数 

 

 
（d） 層の最大塑性率 

○：ID1，●：ID2，▲：ID3，□：ID4，■：ID5 
図 2.15 免震試験体の事前応答解析結果（標準ケース） 
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（a） 最大層間変位 

 

 
（b） PFA 

 

 
（c） 最大層せん断力係数 

 

 
（d） 層の最大塑性率 

○：ID1，●：ID2，▲：ID3，□：ID4，■：ID5 
図 2.16 免震試験体の事前応答解析結果（ハードケース） 
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（a） 最大変位 

 

 
（b） PFA 

 

 
（c） 最大層せん断力係数 

 

 
（d） 層の最大塑性率 

○：ID1，●：ID2，▲：ID3，□：ID4，■：ID5 
図 2.17 免震試験体の事前応答解析結果（ソフトケース） 
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2.6 震動台実験による結果 

実験時に測定した総重量は，耐震試験体が約 3,200kN，免震試験体は約 2,000kN で

あった．設計時の想定重量よりも耐震棟は 800kN 程度小さかった．これは実際に施し

た仕上げ重量や設置した機器重量が設計荷重よりも小さかったと考えられる． 

震動台実験で計測された各試験体の最大応答値を以下にまとめる． 

 

(a) 耐震試験体 

図 2.18 に耐震棟試験体の全体挙動を，表 2.13 に PFA と PFV について示す．長周期

地震動 ID5 の入力後は，アンカーボルトの増し締め前後で，固有振動数を計測した．固

有振動数は入力とともに減少し，特に ID5 の長周期地震動で大きく低下した．繰り返

し入力による床スラブのひび割れや柱脚部のモルタルの圧壊，アンカーボルトの塑性変

形が影響したと考えられる．X 方向の最大層間変形角は，ID1 で 1 次設計限界の

0.005rad を下回った．2 次設計レベルの 1 方向加震（ID4）でアンカーボルトが降伏し

0.018rad に到達し，最終加震で 0.026rad となった．なお，層間変形角は床スラブ天端

と梁下フランジ間の変位を 2 点間の距離で除した．Y 方向の層間変形角は X 方向より

も 2 割程度大きく，最終加振（ID6）では 0.032rad となった．X 方向のベースシアー

係数は 0.4 程度で塑性化の兆候を示し，ID4 のときに最大で 0.7 程度であった．最終加

震ではアンカーボルトの破断の影響で，X 方向と Y 方向ともに耐力が 2 割程度低下し

た．頂部最大加速度は，弾性限界レベルの加震で約 500cm/s2，最終加震では約 2,000m/s2

に到達した．室内の最大加速度は弾性限界レベルで約 300cm/s2，最終加震では 1G （G:

重力加速度）程度となった．室内の最大速度は弾性限界レベルで約 50cm/s，最終加震

では約 160cm/s となった． 

 

(b) 免震試験体 

図 2.19 に免震棟の全体挙動を示す．頂部最大加速度は免震の効果により耐震棟に比

べて大きく低減し，100～150cm/s2 程度であった．室内の PFA は ID5 が最大となり，

150cm/s2程度，PFV は 30cm/s 程度であった．1 回目の加震が若干大きくなったが，初

動時に免震装置に若干の固着があったためと考えられる．免震層は 1 次設計レベルの入

力ではほとんど動いていない．長周期地震動 ID5 で水平 2 方向に 150mm 程度滑動し

た． 
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（a）固有振動数 2.12） 

 
（b）X 方向の最大層間変形角 2.12） 

 
（c） X 方向のベースシアー係数 2.12） 

 
（d） 頂部最大加速度 2.12） 
図 2.18 耐震棟の挙動 
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表2.13 耐震試験体のPFA・PFV 
Floor acceleration (unit: cm/s2) 

ID 1 2 3 4 5 6 
4th Floor 283 354 440 855 979 1161 
3rd Floor 249 280 395 799 839 1060 
2nd Floor 176 180 244 406 572 878 
1st Floor 120 136 74 357 283 529 

Floor velocity (unit: cm/s) 
4th Floor 38 46 53 116 134 158 
3rd Floor 28 34 40 96 121 131 
2nd Floor 20 22 24 63 85 106 
1st Floor 15 15 10 46 32 66 

 

 

 

  

 
（a）頂部最大加速度 2.12） 

 
（b）免震層の最大変位 2.12） 

図 2.19 免震棟の挙動 
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表2.14 免震試験体のPFA・PFV・免震層の最大変位 

Floor acceleration (unit: cm/s2) 

ID 1 2 3 4 5 6 

3rd Floor 95.6 90.7 82.7 89.3 172 130 

2nd Floor 79.3 66.3 52.5 91.7 114 115 

1st Floor 79.8 63.7 46.0 79.8 131 101 

Table 120 136 74.5 357 283 529 

Floor velocity (unit: cm/s) 

3rd Floor 10.0 10.9 10.9 16.8 25.9 19.5 

2nd Floor 9.58 10.0 8.08 17.6 24.4 19.0 

1st Floor 9.41 9.45 9.17 15.3 24.6 17.2 

Table 14.9 15.0 10.1 45.9 31.5 63.2 

Base isolation layer response displacement (unit: cm) 

1st Floor 2.48 3.16 2.83 11.2 18.6 15.2 

 

 

2.7 実験後の耐震試験体の数値応答解析と実験結果の比較 

 設計時の仕上げ荷重を 0 とすると総重量が 3200kN 程度となったことから，設計用

仕上げ荷重を 0 として積載荷重のみ考慮したモデルで数値解析を再度実施し，数値解析

の実験結果の追従性を検討した．数値解析モデルは立体モデルとし，地震動の 2 方向入

力も考慮した．数値解析には汎用構造解析ソフトウェア SNAP2.13）を用いた． 

表 2.15 に数値解析により得られた固有周期および固有振動数を示す．実測値 X 方向

0.67s，Y 方向 0.71s と概ね良い対応がみられた．復元力特性は，1 階露出柱脚は XY 方

向それぞれにスリップ型モデル，柱頭は正規トリリニアの曲げばねを用い，それ以外の

柱はファイバーモデルとし，梁端はすべて正規バイリニアの曲げばねとした．図 2.20

に露出柱脚のトリリニアスリップ型モデルの履歴特性を示す．各折れ点は軸力依存性が

あるため，本数値解析モデルでは簡易的に軸力が 0 の場合の実験結果の履歴特性にフィ

ッティングさせたものを全柱共通で用いた．減衰は瞬間剛性比例型とし，1 次固有振動

に対して h=2％とした．図 2.21に JMAKOBE 波 16%X方向加振，図 2.22に JMAKOBE

波 50% X 方向加振，図 2.23 に OS2 波 50%XY 方向加振の層せん断力－層間変形角関

係を示す．実験結果の層せん断力は加速度計から算出されたものを用いる．ID4 で実験

と同じく 1 階柱脚が塑性ヒンジが発生し，併せて 2 階 A，C 通端の梁端部にも塑性ヒン

ジが発生した．ID5 では，ID4 の塑性ヒンジ位置に加えて，2 階 Y 方向の梁端部にも塑

性ヒンジが発生した．剛性，耐力，最大変形において解析結果と実験結果で概ね良い対

応がみられた． 
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最大層間変形角について実験前の事前解析と比較すると，ID1，4 は事前数値解析の

 

図 2.20 露出柱脚のスリップ型の履歴特性 

 

表 2.15 耐震試験体の固有周期と固有振動数 

次数 

X 方向 Y 方向 

固有周期 固有振動数 固有周期 固有振動数 

（sec） （Hz） （sec） （Hz） 

1 0.68 1.47 0.737 1.36 

2 0.22 4.53 0.234 4.266 

3 0.13 7.70 0.134 7.464 

 

  
(a) 1 層 (b) 2 層 

図 2.21 JMAKOBE 16% X 方向加振 
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方が実験結果より 20%程度大きくなり，ID5 の X 方向は実験結果の方が 30%程度大き

くなった．これらは ID1,4 は設計時と試験体では重量の違いとそれによる固有周期の違

い，ID5 については試験体塑性化により固有周期の違いと 2 方向加振による影響が考え

られる． 

 

 

 

  
(a) 1 層 (b) 2 層 

  
(c) 3 層 (d) 4 層 

図 2.22 JMAKOBE 50% X 方向加振 
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2.8 応答値の推定精度 

 設計で想定した固有周期や最大耐力，簡易的な推定式や静的解析結果を用いた大地震

時の最大変形，ならびに損傷について，実大振動台実験との比較し，簡易評価法の妥当

性を検証する． 

2.8.1 固有周期と骨格曲線 

表 2.16 に構造種別と高さのみをパラメータとする建築基準法の告示式による試験体の

固有周期と，固有値解析，実験結果による 1 次固有周期を示す．実在建物の固有周期に

関する実測値と告示式を比較した場合，S 造においても実測値は基準式よりも短くなる

傾向 2.14)があるが，告示式と実験結果を比較すると，実験結果により得られた固有周期

の方が告示式よりも 1.7 倍程度長くなった．これは純ラーメン構造でかつ露出柱脚であ

ることが考えられる．固有値解析結果と実験結果は概ね対応が見られた．次に，2.2.6 に

示す解析モデルを用いた静的増分解析結果と実験結果を比較する．45 度方向の増分解

析結果は一貫構造設計システム BRAIN-Ⅲ2.2)を用い，X，Y 各構面の層せん断力 Q，層

間変形角 R を示す．柱，ベースプレートは 2 軸曲げの影響を考慮した．全 5 加振の内

で比較対象とするのは 2 次設計レベル相当として JMAKOBE 50%X 方向加振と，長周

期大振幅の 2 方向挙動として OS-2 XY 方向 70% 方向加振とする． 

  
1 層 2 層 

図 2.23 OS-2 XY 方向 70%向加振 
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図 2.24～2.26 に 1 層と 2 層の実験結果と静的増分解析結果の層せん断力-層間変形関

係角（図中赤線）を重ね合わせたグラフを示す．JMAKOBE 50%X 方向加振では 1，2

層とも明確に最大耐力にまで達していないが，1 層については負方向で塑性化が顕著と

なり，実験結果と静的増分解析結果で降伏点や最大耐力は概ね対応を確認した．OS-2 

XY 方向 70% 方向加振において X 方向の変形の小さい領域において静的増分解析結果

と異なるのは，前加振で露出柱脚のアンカーボルトが塑性化したためであると考えられ

る.最大耐力は，Y 方向 1 層で増分解析結果に比べて実験結果では大きな耐力を確認し

た．実験結果および静的増分解析結果のいずれも露出柱脚が先行降伏することから，露

出柱脚の 2 軸曲げに対するモデル化の影響と考えられる．最大耐力は，Y 方向 1 層で増

分解析結果に比べて実験結果では大きな耐力を確認した．実験結果および静的増分解析

結果のいずれも露出柱脚が先行降伏することから，露出柱脚の 2 軸曲げに対するモデル

化の影響と考えられる． 

表 2.16 1 次固有周期（単位；秒） 

告示式 
固有値解析 実験結果 

X 方向 Y 方向 X 方向 Y 方向 

0.41 0.68 0.74 0.67 0.71 
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2.8.2 最大応答変位 

最大応答変位については，エネルギー一定則により中地震時の水平方向の層間変形と

保有水平耐力の余力を考慮して，構造特性係数を補正した下式（2.2）による推定値と

実験値を比較する． 

 

 
(a) 1 層 (b) 2 層 

図 2.24 JMAKOBE50%X 方向加振 

 

 
(a) 1 層 (b) 2 層 

図 2.25 OS-2 XY 方向 70%加振 X 構面 

 

 

(a) 1 層 (b) 2 層 

図 2.26 OS-2 XY 方向 70%加振 Y 構面 
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γp:大地震動時における建築物の最大層間変形角,Cop:大地震動時の標準せん断力係数

（1.0 以上），Coe:中地震動時の標準せん断力係数（0.2 以上），γe:中地震動時における

建物の地上部分に生じる水平方向の層間変形角，D’s:保有水平耐力の余力を考慮し，構

造特性係数を補正した係数 D's＝D ・Qu/Qun，本試験体の γe=0.003(rad)，D’s=0.6 より，

γp=0.017(rad)より，図 2.24(a)の最大変形角 γmax=0.017(rad)と一致した． 

 

2.8.3 大地震動の損傷状況 

本試験体は耐震安全性の分類Ⅰ類 2.3)相当として，大地震動後，構造体を補修せず建

築物を使用できることを目標として設計した．一方，中低層建物の耐震性能グレードの

判定を目的とした JSCA 性能設計説明書【耐震性能編（簡易法）】2.15)では，基準級相当

となり，極めて稀に発生する地震時の被害の程度として中破（～大破）が予測される．

表 2.17 に加振後の主な損傷状況を示す．JMAKOBE50%X 方向加振では補修の必要性

はないが，それより大きな加振では補修が必要な損傷を確認した．損傷を予測するには，

想定する地震力の大きさとその必要性能をより明確に定義する必要性があると考える． 

 

表 2.17 加振後の主な損傷状況 

入力地震動 損傷状況 

JMAKOBE50%X アンカーボルトにわずかな伸びを確認 

OS-2 XY 方向 70% BPL 下のモルタルが損傷，アンカーボルトに顕著な伸びを確

認 

JMAKOBE50%XYZ アンカーボルトが破断 

 

 

2.9 まとめ 

 本章では E ディフェンスで実施した病院建物試験体の震動台実験の試験体の設計方

針，事前数値応答解析結果，実験結果の概要，実験後の数値応答解析，簡易評価方法の

推定値の精度について述べた．耐震試験体は，「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」

2.2)の耐震安全性の分類Ⅰ類相当として，大地震動後，構造体を補修せず建築物を使用で

きることを目標として設計した．免震試験体は免震装置に米国では一般的であり，日本

でも中低層建物を中心に普及が拡大している球面すべり支承を用いた．耐震試験体と免

震試験体には，医療従事者と協議の上で，一般的に必要とされる医療機器を設置した．

以下にその要点をまとめる． 

 耐震試験体は 1 次設計時相当の地震力では弾性範囲留まり，2 次設計時相当の地震

力では，最大層間変形角で 0.018rad に達した．事前数値解析では想定していた仕上
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げ荷重が試験体より大きく固有周期が異なり，2 割程度変形が大きくなった． 

 実験後の数値解析により剛性，耐力，最大変形において実験との対応が見られた． 

 簡易法による推定においても，1 方向入力における初期剛性や最大変形においては

一致した．一方 2 方向入力については，露出柱脚における 2 軸曲げに対するモデル

化に課題があることを確認した．損傷状況の予測においては精度良く予測した性能

設計が現段階においては難しいことを確認した． 
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3. 医療機器の地震時挙動 

3.1 はじめに 

本章では，地震動と機器の転倒や移動量との関係について，キャスターの摩擦係数と

転がり摩擦係数を評価した要素実験の結果を整理し，第 2 章で説明した実大病院試験体

の振動台実験で獲得した医療機器の挙動と床応答の関係について考察する．過去に修士

論文研究の一環として京都大学で実施された要素実験 3.1)では，床材などを変数にした

キャスター付き台車の引張試験を実施し，医療機器の移動量に影響する摩擦係数を評価

している．振動台実験結果の分析では，特に医療機器の管理区分などを考慮して，転倒

や衝突，回路のはずれなどによる医療継続性への影響を分析した． 

 

3.2 キャスター付き台車による床材の要素実験の分析 

キャスター付き医療機器の移動量に対する機器重量，キャスターの種類，床材材質の

影響を調査するため，市川ら 3.1)は図 3.1 に示す試験装置を製作して摩擦係数の同定に

関する要素実験が実施した．床材を貼った RC スラブに医療用キャスターで支持された

台車を載せており，台車には，1 枚 30kg の鉄板錘を 6 枚積載できる．左側の鉄骨架台

に固定した電動ウインチを用いて台車を静止状態からワイヤで引っ張り，引張荷重と変

位を計測した．床材メーカーと協議の上，病院施設で使用されるシート材として，表 3.1

に示す 6 種類の材料を用いた．実験に使用された医療機器用のキャスターは，許容荷重

が約 100kg，直径が 125mm の単輪（32mm 幅の車輪 1 つ）と双輪（18mm 幅の車輪

2 つで全幅は 70mm）である．台車を設置すると同時にキャスターが床材にめり込んだ

が，最も柔らかい TAS58 でも 90 分後にはレーザー変位計で計測した台車の沈み込み

量が一定となり，沈み込み量が一定になった後に引張実験を実施している． 

一例として，キャスターをフリーにした単輪の台車を TAS58 上で 15 分静止させた

後に試験した結果を図 3.2 に再掲する．引張荷重はワイヤに作用した軸力で，ロードセ

ルを用いて計測している．キャスターの初期角度を変数とし，進行方向に対して 0 度

（順向き），90 度（直交向き），180 度（逆向き）で実験を繰り返している．順向きの場

合，最初のピーク荷重で沈み込みを抜け出すが，ウインチの巻き速度よりも台車の速度

が大きい場合にはワイヤが弛むため引張荷重が小さくなる．速度が一定となりピーク値

が安定した状態で転がり摩擦係数を評価した．また，最初のピーク値から転がり摩擦係

数を引いた値を沈み込み係数と定義した．直交向きの場合，第 1 ピークでキャスターが

鉛直軸回りに回転し，第 2 ピークで沈み込みを抜け出す．第 2 ピークは順向きの第 1 ピ

ーク値とほぼ等しかった．逆向きの場合，第 1 ピーク値までは順向きと同様に引張方向

に変位しピーク値も同様となっているが，その後，各キャスターが回転して台車が直交

方向に変位したため，引張方向のピーク荷重は一定となった後に再び増大している． 
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図 3.1 床材に載せたキャスター付き台車の引張実験 3.1) 

 

表 3.1 床材の種類 3.1) 

床材 材料 
厚さ 

(mm) 
特徴 

AC60 発泡複層床ビニルシート 6.0 分厚い，衝撃吸収性 

TAS58 AC28 の下に弾力性のある発泡シート 5.8 分厚い，衝撃吸収性 

AC28 発泡複層床ビニルシート 2.8 やや厚い，衝撃吸収性 

MJ20 複層ビニル床シート 2.0 最も一般的，耐久性あり 

MF20 単層ビニル床シート 2.0 耐動荷重性 

CL20 複層ビニル床シート 2.0 防滑性 

 

 

 

図 3.2 結果の例と各係数の定義（単輪，TAS58，15 分静止後）3.1) 
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文献 3.1)に報告のある 6 種類の床材と 2 種類のキャスターの組み合わせで 90 分静止

後に順向きで試験について，データを分析した結果を表 3.2 にまとめる．キャスターフ

リーの条件で得られた転がり摩擦係数と沈み込み係数，およびロックの条件で得られた

床材と車輪の摩擦係数と沈み込み係数を記載している．各係数の算定では，計測荷重を

台車重量で除した無次元量を用いている．各係数に対する台車の重量の影響は小さかっ

たため，台車重量が 196kg の場合のみを記載する．なお，報告によれば 76kg 以下では

電動インチの巻き速度を台車の速度が超過する時間が長く，試験結果は安定していない． 

転がり摩擦係数は，厚く柔らかい床材の方が大きくなった．病室等で最も一般的に使

用される MJ20 を基準にすると，手術室などで使用される硬い MF20 で約半分，高齢

者施設などで転倒時の事故を軽減されるために用いられるやや柔らかい AC28 で 2 倍，

最も柔らかい AC60 や TAS58 では 3 倍以上の差がある．単輪と双輪の比較では，最も

柔らかい床材以外では顕著な差はなかった．沈み込み係数は柔らかい床の方が大きく，

AC60 では 0.26，MJ20 では 0.14 と 2 倍程度の差があった．転がり摩擦係数に比べる

と床材間の差は小さいが，分厚い床材や防滑性のある床材で摩擦係数がやや高くなった．

沈み込み量は台車重量に依存するが，参考までに表中に記載する． 

3.4 節で分析結果を報告する振動台実験では，AC28 と MJ20 を使用している．単輪

でキャスターをフリーとした場合には，AC28 と MJ20 の転がり摩擦係数はそれぞれ

0.038 と 0.017 で約 2 倍の開きがあり，沈み込み係数はそれぞれ 0.16 と 0.14 で約 1 割

の差がある．キャスターをロックした場合では，AC28 と MJ20 の摩擦係数はそれぞれ

0.29 と 0.23 で約 2 割の差があり，沈み込み係数は 0.10 と 0.11 と大小が逆転している．

医療機器に地震による加速度が作用した場合では，キャスターがフリーの場合には

AC28 で約 0.20G（G は重力加速度），MJ20 で約 0.16G で医療機器が動き出し，ロッ

クされている場合にはそれぞれ 0.39G と 0.34G で医療機器が動き出す． 

 

表 3.2 引張試験結果（台車重量 196kg，90 分静止後） 

床材 

キャスターフリー キャスターロック 
沈み込み量 

(mm) 
転がり摩擦係数 沈み込み 

係数，単輪 

摩擦係数 

単輪 

沈み込み 

係数，単輪 単輪 双輪 

AC60 0.076 0.041 0.26 0.31 0.13 3.97 

TAS58 0.051 0.036 0.19 0.26 0.13 2.73 

AC28 0.038 0.031 0.16 0.29 0.10 0.44 

MJ20 0.017 0.016 0.14 0.23 0.11 0.07 

MF20 0.009 0.006 0.10 0.23 0.08 0.08 

CL20 0.020 0.018 0.15 0.26 0.13 0.11 
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3.3 振動台実験における最大床応答 

第 2 章で説明した実大病院試験体の振動台実験で計測された床応答加速度を分析す

る．耐震試験体と免震試験体の X ・Y 各方向の最大床応答加速度を表 3.3 と表 3.4 に示

す．ただし，XY 方向はベクトル最大の床応答加速度である．耐震試験体では，最大床

応答加速度は ID6 の 4 階で 1G を上回り 1,200cm/s2 程度となったが，免震試験体では

いずれの加振でも 200cm/s2以下となり，最大で ID5 の 3 階で 170 cm/s2程度であった．

3.2節よりキャスターロックの摩擦係数が 0.2程度であることより，耐震試験体では ID，

2 でも 3,4 階では医療機器に移動が生じ，免震試験体ではいずれの加振においても医療

機器に移動が生じないことが予想される． 

図 3.3 に ID3 および ID4 の振動台上および耐震試験体 3，4 階と免震試験体 2，3 階

の床加速度応答スペクトルを示す．医療機器の固有周期自体は機器の諸元で大きく変わ

るが，人見ら 3.2)の研究によれば周期 0.5 秒以上の入力が特に機器の転倒を引き起こす

可能性が高い．耐震試験体の床加速度応答スペクトルでは，0.5 秒超の領域に大きな入

力成分が確認される．耐震試験体では ID3 と ID4 ともに 1 階床に比べて応答が増幅さ

れ，特に建物の固有周期に近い 0.8 秒程度が大きくなっている．応答加速度のピーク値

は ID3 で 4 階は 1 階の 12 倍程度，ID4 で 4 階は 1 階の 4 倍程度の加速度応答となり，

ID4 に比べて ID3 の方がピーク値の増幅率は大きくなった．その結果，最大床応答加

速度は，ID3 は ID4 の半分程度となり，床加速度応答スペクトルの最大値の比較では

ID3 は ID4 の 80%程度となった．免震試験体では ID4 では 2，3 階ともすべての周期

表 3.3 耐震試験体の最大床応答加速度（単位：cm/s2） 

階 
ID 1 

（X） 

ID 2 

（Y） 

ID 3 

（Y） 

ID 4 

（X） 

ID 5 

（XY） 

ID 6 

（XY） 

4 283 354 440 855 979 1161 

3 249 280 395 799 839 1060 

2 176 180 244 406 572 878 

1 120 136 74 357 283 529 

 

表 3.4 免震試験体の最大床応答加速度（単位：cm/s2） 

階 
ID 1 

（X） 

ID 2 

（Y） 

ID 3 

（Y） 

ID 4 

（X） 

ID 5 

（XY） 

ID 6 

（XY） 

3 96 91 83 89 172 130 

2 79 66 52 92 114 115 

1 80 64 46 80 131 101 
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帯で振動台上の床応答に対して応答が低減されているのとともにスペクトルが平滑化

されている．一方，ID3 では，2 階床では応答が低減されているのに対し，3 階床の応

答は振動台上の床応答と同程度である．これらより，2，3 階の振動台に対する床応答

加速度の低減率から ID4 の方が ID3 にくらべて免震効果が大きいことが分かる． 

得られた床応答加速度からエネルギースペクトルを求めると（図 3.4），耐震試験体，

免震試験体ともそれぞれ 1 次の固有周期でピーク値となった．耐震試験体の ID3 のピ

ーク値は ID4 の 1.75 倍程度，免震試験体の ID3 のピーク値は ID4 の 4 倍程度となっ

ている．ID4 よりも ID3 の継続時間が長く，入力エネルギーが大きくなったため被害

が大きくなった． 
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(a) 耐震棟 

 

(b) 免震棟 

図 3.3 床加速度応答スペクトル 

 
(a) 耐震棟 

 

(b) 免震棟 

図 3.4 エネルギースペクトル 
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3.4 機器の動き出しについて 

実験で録画した居室内の動画の分析 3.3)と各加振後に測定した残留変位から医療機器

の最大方向の最大移動量を推定した．最大床応答加速度と機器の移動量の関係を分類①，

②に分けて図 3.5 に示す．分類の定義は 2.2.7 項に記載のように本稿では患者を載せる

機器（分類①）とその他の医療機器（分類②）で分類した．分類①の機器は最大床応答

400cm/s2程度まで，分類②の機器は 150cm/s2程度まではほとんど移動しなかった．こ

れらの床応答加速度を重力加速度で割った値（0.41 と 0.15）は，3.2 節で説明した要素

実験で得られたキャスター固定での摩擦係数と沈み込み係数の合計値（0.35～0.45）お

よびキャスターフリーでの転がり摩擦係数と沈み込み係数の合計値（0.15～0.16）と良

く対応する．分類①の機器では，最大移動量と最大床応答加速度の相関は高くない．対

角ロックの機器は回転しながら移動した．ベッドと検査台は，経年劣化などの影響でロ

ックが緩い場合があり，加振中にロックが外れ大きく移動した．分類②の機器では応答

 

(a) 分類① (b) 分類② 

図 3.5 最大床応答加速度と機器の移動量の関係 

 

表 3.5 床材と移動量の関係（単位：cm） 

機器 固定条件 床材 ID1 ID 2 ID 3 ID 4 

ECMO 全点ロック 
AC28 10 9 転倒 24 

MJ20 20 29 転倒 43 

ベッドサイドモニタ 前面ロック 
AC28 10 19 －※2 19 

MJ20 21 25 －※2 転倒 

ベッド ロック/フリー※1 
AC20 4 3 12 23 

MJ28 3 3 35 37 
※1加振途中にロックが外れてフリーとなるケースが多かった． 

※2カメラアングルでのフレームアウトした場合を示す． 
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加速度が小さい領域で移動量と相関が高い一方で，応答加速度が大きい領域では相関は

高くない．前面ロックではロッキング挙動を伴ってフリーの場合と同様に移動量が大き

くなった．参考までに，分類②の移動量を床加速度応答から予測する際の近似式を図中

に示す． 

床材の影響を確認するため，表 3.5 に同一階で異なる床材に同じ機器を配置した

ECMO，ベッドサイドモニタ，ベッドの挙動をまとめる． MJ20 に比べて転がり摩擦

係数と摩擦係数が大きい AC28 上に設置された機器の移動量が小さくなる傾向が確認

された．ID5 と ID6 は転倒や衝突が多いため表に含めない．  

 

3.5 移動量と加振継続時間について 

医療機器の移動量と床応答継続時間の関係を評価するために，図 3.6 に応答加速度の

2 乗を時間積分したものに π/2G（G は重力加速度）を乗じた Arias Intensity（IA）と

機器の移動量の相関関係を示す．分類①では，IA が 10m/s 以上で急激に最大移動量が

増えている．分類②では，IA が小さい領域から最大移動量が増え始めて，10m/s 以上

で急激に増加する． これは B/H が分類①と比較して分類②の方が小さいことが原因と

考えられる．が参考にとどまるが，機器の最大移動量と IA の関係を対数線形回帰した

場合の近似式を図中に示す．ここでは，衝突や転倒が起きる前までのデータを使用して

いるため，IA が 50 m/s を超えた ID5 の結果は含めていない．IA が小さい領域から最

大移動量が増え始める分類②の方が回帰モデルとの相関が高い．ただし，ばらつきが大

きいため，床応答から最大移動量を予測式としては誤差が大きく参考程度に留まる． 

 

3.6 機器の転倒について 

転倒はすべて耐震試験体で，点滴スタンド，ベッドサイドモニタ，人工呼吸器，IABP，

  
(a) 分類① (b) 分類② 

図 3.6 Arias Intensity と機器の移動量の関係 
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ECMO に生じた．いずれも分類 B②であり，キャスターの間隔（B）を機器の重心高さ

（H）で除した指標 B/H と転倒との相関を確認した．転倒は，i）機器単独，ii）壁や機

器との接触によるバランスの喪失，iii）壁がない場所で床を踏み外したバランスの喪失

がある．iii）は実際には起こりえない．表 3.6 に i），ii）の転倒が生じた医療機器の床

材，最大床応答加速度，速度，IA，転倒の種類を示す．床材の種類によらず，加速度

400cm/s2以上，速度 50cm/s 以上で転倒が見られた．ベッドサイドモニタは単体では転

倒しなかったが，壁との接触により転倒した．これらの機器の B/H は人見らにより報

告 3.2)されている転倒被害が増加する B/H が 0.4 に近くやや不安定である． 

 

3.7 各室の医療行為継続性の分析 

試験体内に再現された診療室の中で，特に災害時に影響を大きいと考えられる患者が

利用する，1) コロナ重症患者病室，2) NICU，3) 手術室について，医療行為の継続性を

分析する．各室の各加振の挙動を表 3.7 に示す．加振後の状況から，患者に接続された

回路が外れたり，高度管理医療機器が転倒や接触を起こしたりした．医療行為の継続が

難しい室をグレー色で示す． 

免震試験体は，すべての加振において最大床応答加速度は 200cm/s2 以下であり，い

ずれの医療機器もほとんど移動することなく，加振中も患者は安全で，加振後に治療の

継続が可能であった． 

 耐震試験体は，コロナ重症患者病室は ID2 までは分類②の医療機器に多少の移動が

生じるものの復旧は容易な程度であった．床応答加速度が 400cm/s2 を超え，継続時間

が長い ID3 では B/H の小さい IABP や ECMO が転倒し（写真 3.1），点滴スタンドが

壁と衝突し転倒が生じた（写真 3.2）．ベッド自体の移動量はわずかながらもベッドサイ

ドモニタや人工呼吸器も 1m 程度移動し，機器の復旧に要する時間がかかる．XY 合成

の床応答加速度が 980cm/s2を超える長時間地震動 ID5 では，ID3 と同様に機器の転倒

に加え，ベッド自体も MJ 仕上げの上では 80cm 程度移動した．XY 合成の床応答加速

度が約 1,200cm/s2 の ID6 では，周囲の医療機器の多くが転倒や 1m 以上の移動量とな

表 3.6 転倒が生じた医療機器 

機器 B/H 階 床材 ID Amax IA Vmax 転倒 

点滴スタンド 0.43 4 AC28 3 440 29 53 ⅱ 

IABP 0.56 4 AC28 3 440 29 53 ⅰ 

ECMO 0.49 4 AC28 3 440 29 53 ⅰ 

ECMO 0.49 4 MJ20 6 1224 29 166 ⅰ 

点滴スタンド 0.43 2 MJ20 4 406 5 63 ⅰ 

ベッドサイドモニタ 0.45 4 AC28 6 1224 29 166 ⅱ 
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り，MJ20 上のベッドはロックが解除され一瞬にして 2m 程度移動した．ECMO が急

に転倒し，ECMO 回路の固定が外れる可能性が指摘された．また一瞬のベッドの移動

より，ECMO のカニューレが抜去され，ECMO が停止する危険がある． 

NICU では ID2 加振まで保育器も周辺機器も大きな移動はなかった．最大床応答加

速度 440cm/s2程度の長時間地震動 ID3 加振で，インファントウォーマは 1m 程度，保

育器も 60cm 程度移動した．保育器自体の移動量の大きさに加え，人工呼吸器が 1m 程

度人形の脚側へ移動したために，保育器では人工呼吸器回路が挿管チューブと外れた

（写真 3.3）．インファントウォーマでは人工呼吸器回路の余長がなくなり，挿管チュー

ブが固定されているため，新生児の口を引っ張った．ID4 加振では，インファントウォ

ーマ側の人工呼吸器が転倒し，人工呼吸器回路が機器の接続口から外れた．また，ID3

まではほとんど動かなかった新生児ベッドも ID4 からは大きく移動し，ベッド同士の

激しい衝突を確認した．ベッド内の新生児に危険を及ぼす可能性がある．インファント

ウォーマ，保育器，新生児ベッドでは，B/H が小さいものほど移動量が大きくなった． 

 手術室は ID2 までは最大床応答加速度 300cm/s2以下であり，人工心肺装置やシリン

ジポンプなどがわずかに移動する程度であった．最大床応答加速度 400cm/s2 程度に達

した長時間地震動 ID3 では，人工心肺装置や電気メスは手術台に接触し，シリンジス

タンドは人工心肺装置に，麻酔器は壁に接触するなど，機器同士や周囲の非構造部材と

の接触が多くみられた．ID4 加振では人工心肺装置が手術台に激しく衝突した．シリン

ジスタンドは移動し，輸液回路を引っ張った．XY 合成の床応答加速度 850cm/s2程度の

長時間地震動 ID5 加振では，手術台周りのほとんどの機器が大きく移動し，機器の電

源コード同士が絡まり，機器が電源コードを引っ張った．XY 合成の床応答加速度が

1,100cm/s2 程度の ID6 加振では，心筋保護液装置が人工心肺装置との衝突により転倒

した（写真 3.4）． 

 生命維持に必要な機器が停止した場合は手動で動かすことになり，手を止めると患者

が死亡するリスクのある高度管理医療機器でも，人工呼吸器や IABP，ECMO は B/H

が小さいため転倒が生じやすく，地震時の患者へのリスクが高い．転倒が生じなくとも

壁や医療機器同士の接触がいずれの室でも確認された．このような被害が高度管理医療

機器に生じると，継続使用が難しく，移動についても対策の必要性が認められた．また，

移動は患者へ接続した回路の脱落にもつながる． 

首都直下地震 JMA 神戸と長周期地震動 OS2 の地震動の特性に応じた被害の影響を

検討するため 4 階の ID3 と ID4 の床応答を比較すると，PFA と PFV は ID3 にくらべ

て ID4 が約 2 倍になっているが，IA は ID3 が ID4 の約 2 倍になっており，医療行為

の継続使用が難しいと判定された部屋も多くなっている．4 階の ID5 と ID6 も同様に

PFA と PFV は ID6 の方が ID5 よりも大きいが IA に関しては ID5 の方が 5 倍程度大

きくなっており，医療行為の継続使用が難しいと判定された部屋も多くなっている．以

上より，継続時間による影響が医療行為の継続使用に与える影響が大きいと考えられる．
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表
3.

7-
1 

主
要

な
室

に
お

け
る

医
療

機
器

の
挙

動
と

医
療

行
為

継
続
性

 

 
（

単
位

A
m

ax
: c

m
/s

2 ，
V

m
ax

: c
m

/s
，

I A
: m

/s
）

 

ID
 

耐
震
試
験
体

 
コ

ロ
ナ

重
症

患
者

病
室

（
4F

）
 

N
IC

U
（

4F
）

 
手

術
室

（
3F

）
 

1 
A

m
ax

=
28

3,
 V

m
ax

=
38

, I
A
=

3 
A

m
ax

=
24

9,
 V

m
ax

=
28

, I
A
=

2 
・ 
周

辺
機

器
が

10
cm

程
度
移

動
し
た
．

 
・ 
治

療
に

影
響

は
な

い
．

 
・ 
周
辺
機
器
が

10
cm

程
度
移
動
し
た
．

 
・ 
治
療
に
影
響
は
な
い
．

 
・ 
周

辺
機

器
が

10
cm

程
度
移

動
し

た
．

 
・ 
治

療
に

影
響

は
な

い
．

 

2 

A
m

ax
=

35
4,

 V
m

ax
=

46
, I

A
=

2 
A

m
ax

=
28

0,
 V

m
ax

=
34

, I
A
=

1 
・ 
周

辺
機

器
が

30
cm

程
度
移

動
し
た
（
回
路
の
外

れ
や

挿
管
チ

ュ
ー

ブ
の

抜
け

は
生
じ
な
い
．
）

 
・ 
振

動
中

は
治

療
を

中
断

す
る

必
要
が
あ
る
．

 

・ 
周
辺
機
器
が

10
cm

程
度
移
動
し
た
．

 
・ 
治
療
に
影
響
は
な
い
．

 
・ 
周

辺
機

器
が

10
cm

程
度
移

動
し

た
．

 
・ 
治

療
に

影
響

は
な

い
．

 

3 

A
m

ax
=

44
0,

 V
m

ax
=

53
, I

A
=

29
 

A
m

ax
=

39
5,

 V
m

ax
=

40
, I

A
=

16
 

・ 
IA

B
P
と

E
C

M
O

が
転

倒
し
（
写
真

1）
，
点

滴
ス

タ
ン

ド
が

壁
と

接
触

し
転

倒
し

た
（

写
真

2）
．

 
・ 
人

工
呼

吸
器
は

1m
程
度

移
動

し
た
．

 
・ 
機

器
復

旧
に

要
す

る
時

間
は

長
い
．

 
 

・ 
保
育
器
も
周
辺
機
器
も

1m
程
度
移
動
し
た
．

 
・ 
保
育
器
の
人
工
呼
吸
器
の
回
路
が
外
れ
た
（
写
真

3）
た
め
，
治
療
に
影
響
が
な
い
か
確
認
が
必
要

と
な
る
．

 
・ 
機

器
の

損
傷

は
な

く
復

旧
に

は
時

間
は

か
か

ら

な
い
た
め
，
確
認
後
に
治
療
が
再
開
で
き
る
．

 

・ 
機

器
同

士
や

壁
と

の
接

触
が

生
じ

た
．

 
・ 
ゆ

っ
く

り
し

た
移

動
の

た
め
，
ス

タ
ッ

フ
に

よ
り

機
器

の
移
動

を
抑

え
ら

れ
る

．
 

・ 
機

器
の

位
置

を
戻

す
必

要
は

あ
る

が
，
治

療
は
継

続
で

き
る
．

 

4 

A
m

ax
=

85
5,

 V
m

ax
=

11
6,

 I
A
=

15
 

A
m

ax
=

79
9,

 V
m

ax
=

96
, I

A
=

10
 

・ 
E

C
M

O
が

ベ
ッ

ド
と

接
触

す
る

も
血
液
回
路
は

抜
け

な
い
．

 
・ 
人

工
呼

吸
器

が
大

き
く

移
動

し
，
呼
吸
器
回
路
が

外
れ

る
可
能

性
が

あ
る

．
 

・ 
医

療
機

器
の

転
倒

は
な

く
，

治
療

は
継

続
で

き

る
．

 

・ 
保
育
器
が

60
cm

程
度
移
動
し
，
引
っ
張
ら
れ
た

輸
液
チ
ュ
ー
ブ
が
外
れ
る
可
能
性
が
あ
る
．

 
・ 
イ
ン
フ
ァ
ン
ト
ウ
ォ
ー
マ
は

1m
程
度
移
動
し
，

人
工
呼
吸
器
は
転
倒
し
た
た
め
，
呼
吸
器
側
回
路

の
接
続
が
外
れ
た
．

 
・ 
新
生
児
ベ
ッ
ド
同
士
が
接
触
し
た
．

 
・ 
復
旧
に
時
間
は
か
か
ら
な
い
が
，
一
旦
中
断
し
て

動
作
確
認
が
必
要
で
あ
る
．

 

・ 
人

工
心

肺
と

手
術

台
が

激
し

く
接

触
し

た
．

 
・ 
シ

リ
ン

ジ
ポ

ン
プ

が
ホ

ー
ス

を
引

っ
張

る
．

 
・ 
機

器
が

多
く
，
移

動
に

よ
り

コ
ー

ド
や

ホ
ー

ス
を

引
っ

張
る
．

 
・ 
実

際
に

は
人

工
心

肺
と

ベ
ッ

ド
の

間
に

は
術

者

が
お

り
，
術
者
が

挟
ま

れ
て

怪
我

を
す

る
可

能
性

が
あ

る
．
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表
3.

7-
2 

主
要

な
室

に
お

け
る

医
療

機
器

の
挙

動
と

医
療

行
為

継
続
性

 

 
（

単
位

A
m

ax
: c

m
/s

2 ，
V

m
ax

: c
m

/s
，

I A
: m

/s
）

 

ID
 

耐
震
試
験
体

 
コ

ロ
ナ

重
症

患
者

病
室

（
4F

）
 

N
IC

U
（

4F
）

 
手

術
室

（
3F

）
 

5 

A
m

ax
=

97
9,

 V
m

ax
=

14
3,

 I
A
=

13
3 

A
m

ax
=

83
9,

 V
m

ax
=

12
7,

 I
A
=

81
 

・ 
IA

B
P
，

E
C

M
O

が
転
倒

し
た
．

 
・ 
重

要
な

機
器

が
正

常
動

作
す

る
か

の
確

認
が

必

要
と

な
り
，
一
時

的
に

医
療

行
為

を
中
断
せ
ざ
る

を
え

な
い
．

 
・ 
機

器
の

転
倒

に
よ

り
ス

タ
ッ

フ
，
患
者
が
負
傷
す

る
可

能
性
が

あ
る

．
 

・ 
復

旧
時

間
は

，
重

要
な

機
器

と
接

続
回
路
の
損
傷

に
よ

り
異
な

る
．

  

・ 
保
育
器
や
周
辺
機
器
が

1~
2m

移
動
し
た
．

 
・ 
重
要
な
機
器
の
転
倒
は
無
く
，
装
置
自
体
の
損
傷

は
少
な
い
．

 
・ 
新
生
児
ベ
ッ
ド
が
一
斉
に
大
き
く
動
き
，
壁
に
衝

突
し
新
生
児
に
衝
撃
を
与
え
た
．

 
・ 
保

育
器

と
人

工
呼

吸
器

の
相

対
変

位
が

大
き

く

呼
吸
器
側
で
回
路
が
外
れ
た
．
イ
ン
フ
ァ
ン
ト
ウ

ォ
ー
マ
も
大
き
く
移
動
し
，
強
く
引
っ
張
ら
れ
た

呼
吸

器
回

路
と

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

の
抜

け
が

な
い

か
確
認
が
必
要
で
あ
る
．

 
・ 
一
時
的
に
医
療
行
為
を
中
断
せ
ざ
る
を
え
な
い
．

 

・ 
人

工
心

肺
が

ベ
ッ

ド
の

足
側
へ

1m
移
動

．
回

路

の
固

定
が

外
れ

て
，

人
工

心
肺

の
カ

ニ
ュ

ー
レ

（
管

）
が
外

れ
る

可
能

性
が

あ
る

．
 

・ 
麻

酔
器

や
ベ

ッ
ト

サ
イ

ド
モ

ニ
タ

，
シ
リ

ン
ジ
ポ

ン
プ

ス
タ
ン

ド
が

ガ
ス

ホ
ー

ス
，
電

源
コ

ー
ド
に

絡
ま

り
な
が

ら
移

動
し
，
シ

リ
ン

ジ
ポ

ン
プ

ス
タ

ン
ド

の
転
倒

に
よ

り
，
薬

剤
投
与

は
一

旦
中

断
と

な
る

．
 

・ 
人

工
心

肺
装

置
の

回
路

に
問

題
が

無
け

れ
ば

，
確

認
の

う
え
，

短
時

間
で

手
術

は
再

開
で

き
る

．
 

 6 

A
m

ax
=

11
61

, V
m

ax
=

16
6,

 I
A
=

29
 

A
m

ax
=

10
60

, V
m

ax
=

14
6,

 I
A
=

21
 

・ 
多

く
の

医
療

機
器

が
1m

を
超
え
て
移
動
し
た
．

 
・ 

E
C

M
O

が
勢
い

よ
く

転
倒

し
た
た
め
，
回
路
の

固
定

が
外
れ

る
可

能
性

が
あ

る
．

 
・ 
人

工
肺

が
床

に
衝

突
し

た
た

め
，
人
工
肺
破
損
の

可
能

性
が
あ

る
．

 
・ 
全

装
置

の
動

作
確

認
が

必
要

で
あ
る
．

 
・ 
人

工
呼

吸
器

は
移

動
量

も
大

き
く
，
回
路
接
続
部

の
外

れ
や

挿
管

チ
ュ

ー
ブ

が
抜

け
て

し
ま

う
可

能
性

あ
り
．

E
C

M
O

の
カ
ニ
ュ
ー
レ
（
管
）
の

抜
け

，
挿
管

チ
ュ

ー
ブ

の
抜

け
が

同
時
に
発
生
し

た
場

合
，
患

者
は

非
常

に
危

険
な
状
態
と
な
る
．

 

・ 
保
育
器
，
周
辺
機
器
は

1m
程
度
移
動
す
る
も
方

向
が
同
じ
で
あ
っ
た
た
め
，
回
路
の
外
れ
や
挿
管

チ
ュ
ー
ブ
の
外
れ
は
少
な
い
．

 
・ 
点

滴
ス

タ
ン

ド
と

ベ
ッ

ド
サ

イ
ド

モ
ニ

タ
が

転

倒
し
た
．

 
・ 
人
工
呼
吸
器
，
保
育
器
と
大
き
く
移
動
し
た
が
，

両
方
同
じ
方
向
に
移
動
し
た
の
で
，
回
路
の
外
れ

や
挿
管
チ
ュ
ー
ブ
の
抜
け
は
発
生
し
な
か
っ
た
．

 
・ 
人
工
呼
吸
器
，
イ
ン
フ
ァ
ン
ト
ウ
ォ
ー
マ
の
転
倒

も
な
く
呼
吸
器
の
損
傷
も
無
い
た
め
，
治
療
は
継

続
で
き
る
．

 

・ 
人

工
心

肺
装

置
と

手
術

台
が

衝
突

し
，
心

筋
保
護

液
装

置
が
転

倒
し

た
（

写
真

4）
．

 
・ 
外

科
医

が
人

工
心

肺
装

置
と

手
術

台
に

挟
ま

れ

る
可

能
性
が

あ
り

，
手
術

は
一
旦

中
断

す
る

必
要

が
あ

る
．

 
・ 
心

筋
保

護
液

装
置

が
転

倒
し

た
の

で
，
装

置
の
点

検
が

必
要
と

な
る

．
装
置

が
損
傷

し
て

作
動

し
な

け
れ

ば
，

手
術

の
進

行
に

大
き

な
影

響
を

与
え

る
．
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写真 3.1 IABP・ECMO 転倒 写真 3.2 点滴スタンド転倒 

  

写真 3.3 保育器 写真 3.4 手術室 
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3.8 まとめ 

地震時の医療機器の挙動について実験から明らかになった知見を以下にまとめる． 

（1） 過去に実施されたキャスター付き台車の引張試験から，振動台実験で使用する

床材について，転がり摩擦係数，沈み込み係数，摩擦係数を整理した．床材に

厚みがあり柔らかい場合には，転がり摩擦係数は 2 倍程度異なった．病院での

作業効率を考えると厚さの限度があるが，やわらかく厚みのある床を採用する

ことで，沈み込み係数や転がり摩擦係数を増やし地震時の移動量を低減できる

可能性がある． 

（2） 振動台実験でキャスターがロックされた医療機器が動き出した加速度の約

400cm/s2は，要素実験で得られた摩擦係数と沈み込み係数を足した値と良く対

応した．重心の高い機器では，キャスターのロックが外れた機器や，前面ロッ

クでロッキングが生じた機器が多く，約 150cm/s2 で動き出した．転がり摩擦

係数と沈み込み係数を足した値と高い相関を示した． 

（3） 振動台実験では，直下型地震動より最大床応答加速度が小さかった長周期長時

間地震動で，病院室内の被害が相当大きくなった．床加速度応答スペクトルの

ピーク値は同等で，エネルギースペクトルのピーク値は長周期長時間地震動の

方が大きくなっており，室内被害の低減を目標とした設計では注意を要する． 

（4） 機器の転倒はキャスター幅を重心高さで除した比（B/H）の小さい機器に生じ

やすい．機器単独または，壁や機器との接触によりバランスを崩して転倒する

が，床材の種類によらず，加速度 400cm/s2以上，速度 50cm/s 以上で確認され

た． 

（5） 患者を載せる機器（分類①）とその他の医療機器（分類②）の移動量について，

床応答加速度および継続時間の影響を考慮した Arias Intensity （IA）との相関

を評価した．分類①では，IA が 10m/s 以上で急激に最大移動量が増えている．

分類②では，IA が小さい領域から最大移動量が増え始めて，10m/s 以上で急

激に増加する．これは B/H が分類①と比較して分類②の方が小さいことが原

因と考えられる．設計時の参考として，機器の最大移動量と IA の関係を対数

線形回帰した場合の近似式を提示した． IA が小さい領域から最大移動量が増

え始める分類②の方が回帰モデルとの相関が高い．ただし，ばらつきが大きい

ため，床応答から最大移動量を予測式としては誤差が大きく参考程度に留まる． 

（6） コロナ重症患者病室，NICU，手術室における医療行為の継続性を分析した．

転倒しなくても移動により壁や医療機器同士衝突により，高度管理医療機器な

どは継続使用が難しくなる．床応答加速度を低減することや機器の B/H を大

きくすることを大地震時の医療継続性対策として検討していく必要がある． 
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4. 球面すべり支承を用いた免震構造の挙動 

4.1 はじめに 

近年，免震建物の加速度応答をさらに低減するために，低摩擦係数の球面すべり支承

（LF-SSB: Low-Friction Spherical Sliding Bearing）の採用が日本で増加している．

従来の滑り支承（SSB: Spherical Sliding Bearing）は，すべり材料としてポリテトラ

フルオロエチレン二重織布を使用し，鏡面仕上げのステンレス鋼すべり板を使用してい

る．LF-SSB は，すべり材料に潤滑剤を含浸させることで 0.013 のすべり摩擦係数を実

現している．一般に，すべり支承は速度と面圧に依存性があり 4.1)，すべり摩擦係数が

低い場合には，低面圧および低速度下でのすべり摩擦係数の変動がより顕著になる 4.2)．

また，すべり出し時の静摩擦係数は一般的にすべり摩擦係数よりも大きいが，設計値と

して規定されていない 4.3, 4.4)．これらの変動が上部構造と室内に設置される家具・什器・

機器などの応答に与える影響は十分に調査されておらず，実物大の LF-SSB で免震さ

れた建物の振動台試験データも存在しない． 

本章では，LF-SSB の要素試験と E-ディフェンス施設での LF-SSB で免震された実

物大病院試験体の振動台実験を通じて，面圧，速度，静摩擦係数が免震性能に与える影

響を検討した．要素試験では，製造のばらつき，速度依存性，面圧依存性を確認するた

めのデータセットを得た．通常の出荷前試験に加えて動的試験を実施した．振動台実験

では，断層近傍の直下型地震動と長周期地震動を入力地震動として用いて，地震動の特

性が免震性能に与える影響を調査した．さらに，すべり摩擦係数が病院室内に設置され

た医療機器の挙動に与える影響についてまとめた． 

 

4.2 低摩擦球面すべり支承の特性 

4.2.1 設計において考慮する不確定性 

 本研究で検討対象とした LF-SSB の概略図を図 4.1(a)に示す．一般的に，すべり支承

はスライダーと呼ばれる移動体の上下に凹状の球面摺動板を配置したものである．スラ

イダーの上下面には摺動材料としてポリテトラフルオロエチレン二重織布（PTFE 材）

 
 

(a) Schematic (b) Hysteresis characteristics 
図 4.1 Low-Friction Spherical Sliding Bearing (friction pendulum) 
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が使用されている．LF-SSB では，PTFE 材に潤滑剤を含浸させ，公称摩擦係数 0.013

の低摩擦仕様としている．履歴特性は，図 4.1(b)に示す完全バイリニア型に近似される

4.2)．切片荷重 Qdでスライダーがすべり始め，固有周期はすべり面の曲率で制御される

水平二次剛性K2に依存する．免震装置の見かけ上の固有周期は等価剛性Keqに依存し，

Keqはすべり変位に依存する． 

LF-SSB の設計では，製造上のばらつきや，速度，繰り返し，面圧の依存性による不

確定性を考慮する必要がある．製造メーカーが提供する設計式により切片荷重 Qd と水

平二次剛性 K2を計算する． 

 

𝑄ௗ ൌ 𝜏௤ ∙ 𝜇 ∙ 𝑃௏ ሺ4.1ሻ 

τq：製造ばらつき・面圧・速度・繰り返しによる変動係数 

  μ：摩擦係数 

  𝑃௏：鉛直荷重  

 

𝐾ଶ ൌ
𝑃

2 ∙ 𝑅௦
ሺ4.2ሻ 

K2：水平二次剛性         

𝑃௏：鉛直荷重  

Rs ：すべり板球面半径 

 

変動係数𝜏௤は，面圧依存性 X，速度依存性γ，および繰返し依存性 C の積によって計

算される．これらの依存性に関する式は，製造メーカーの実験データに基づいて，そ

れぞれ式(4.3)～(4.5)に規定されている． 

 

𝑋 ൌ 20 ∙ 𝜎ି଴.ଽ ൅ 0.5 ሺ4.3ሻ 

 

𝛾 ൌ 1.03 െ 0.55 ∙ 1.5ି଴.଴ଵ଼௏ ሺ4.4ሻ 

 

𝐶 ൌ െ0.05 ሺ4.5ሻ 

 

ここでσ は 面圧， そして V は速度とする．LF-SSB の標準面圧は 60MPa で，メ

ーカー推奨の最小面圧は 30MPa である．面圧依存式によると，面圧がメーカー推奨の

最小面圧の場合，Qdは標準値から 43％増加する 4.3)．また，すべり速度が 100mm/s か

ら 400mm/s に増加すると，速度依存性の式(4.4)により Qdは 33.5％増加する． 
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4.2.2 LF-SSB の要素実験 

4.2.2(a) 載荷試験機 

LF-SSB は出荷前に認定により定められた方法で試験が実施される．試験には鉛直荷

重下で水平荷重を与えることのできる 2 軸載荷試験機を用いる．本試験機には静的ジャ

ッキと動的アクチュエーターが実装されており，静的ジャッキは一定の鉛直荷重として

最大 22,000kN，最大水平荷重 2,000kN，動的アクチュエーターとして最大鉛直荷重

2000kN，最大水平荷重±200kN，最大速度 400mm/s の載荷が可能である． 

 

4.2.2(b) 載荷条件 

LF-SSB の認定載荷では，面圧 60MPa，載荷最大速度 20mm/s の定振幅正弦波の準

静的載荷を 4 サイクル繰返す．本実験では準静的載荷に加えて，定圧および速度依存性

を評価するために動的載荷も実施した．図 4.2 に載荷試験装置，表 4.1 に荷重条件をま

とめる．選択した面圧は 30MPa と 60MPa，最大速度は 20mm/s と 400mm/s である．

鉛直力は凹状の球面摺動板上を摺動させるため初期位置に対して±5%程度の変動が生

じる．荷重振幅は，最大速度 20mm/s で±50mm，最大速度 400mm/s で±200mm とし

た．振動台実験に使用する 4 つのすべり支承に対して，各条件における載荷を 4 サイク

ル繰り返した． 

  

 
図 4.2 載荷試験装置 

 

鉛直力 

水平力 

試験体 
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表 4.1 載荷試験条件 

試験方法 制御波 軸力 試験速度 振幅 

定振幅繰返し載荷 正弦波 
60MPa 20 mm/s ±50mm 

30MPa，60MPa 400 mm/s ±200mm 

 

標準化された手順に従って，3 サイクル目の履歴挙動を評価し，摩擦係数を求めた．

表 4.2 に試験結果を示す．400mm/s，標準面圧 60MPa の動的荷重条件下で，4 つのす

べり支承の平均摩擦係数は 0.0106 であった．結果は公称値+0.013%に対して-18.4%で

あった．荷重速度が標準的な準静的荷重条件である 20mm/s まで低下した場合，4 つの

すべり支承の平均摩擦係数は 0.0126 であった．この結果は，400mm/s での平均摩数

0.0106 の 1.19 倍であった． 

また図 4.3 に LF-SSB の製造メーカーが過去に行った実験と，依存関係式を用いて得

られた予測値とのプロット結果を示す．図 4.3(a)では，速度依存式(4.4)を用いて予測し

た値よりも 34.6%大きい．また，面圧を 30MPa まで下げると，平均摩擦係数は 0.0179

となり，60MPa（0.0106）の 1.69 倍となった．また図 4.3(b)に示すように，面圧依存

式(4.3)による予測値より 17.8%大きい結果となった． 

低速荷重下での摩擦係数は，推奨される設計式による予測と比較して大幅に増加した．

そこで，本研究では，新しい速度依存式（4.6）γ 'を本要素実験結果の回帰分析により

を提案する．図 4.3(a)に示すように，実験結果をより精度よく模擬できている．  

 

𝛾ᇱ ൌ ሺ1.03 െ 0.55 ∙ 1.5ି଴.଴ଵ଼௏ሻ ∙ ൬
0.336
400ଶ

∙ ሺ𝑉 െ 400ሻଶ ൅ 1൰ ሺ4.6ሻ 

 

表 4.2 Isolation unit testing results of LF-SSB 

No. 

Contact 
pressure Temp. Velocity 

Friction Coeff. 
(F.C.) corrected 
for 20 ℃, 400 
mm/s, 60 MPa 

F.C. 
variation 

from design 
value 

Average 

P (MPa) T (℃) V 
(mm/s) μ % Ave (μ) 

60_400_1 60 21.3 400 0.0111 -14.3 

0.0106 60_400_2 60 21.8 400 0.0116 -10.5 
60_400_3 60 21.9 400 0.0101 -22.4 
60_400_4 60 21.6 400 0.0096 -26.5 
60_20_1 60 21.0 20 0.0125 -3.7 

0.0126 60_20_2 60 21.3 20 0.0132 1.3 
60_20_3 60 21.5 20 0.0121 -7.3 
60_20_4 60 21.3 20 0.0128 -1.6 

30_400_1 30 20.8 400 0.0171 31.5 

0.0179 30_400_2 30 21.4 400 0.0200 54.1 
30_400_3 30 21.5 400 0.0186 43.0 
30_400_4 30 21.3 400 0.0160 22.7 
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(a) Loading velocity (b) Contact pressure  

 

図 4.3 Change in coefficient of friction owing to contact pressure and loading 

velocity 
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4.3 応答予測と不確定性の影響 

4.3.1 応答スペクトル法による応答予測 

応答スペクトル法は，入力地震動の応答スペクトルを用いて簡便に建物の応答を予測

する代表的な方法である 4.6)．免震建物への適用についても，指針や規基準に規定がり，

免震層の履歴特性に応じて最大応答を推定できる 4.7)．しかし，その適用範囲は限られ

ており，高さ 60m 以上の建物や中間免震構造には適用されない．さらに，長周期地震

動に対する予測精度は検証されていない． 

応答スペクトル法による応答評価の考え方について説明する．この方法は等価線形化

法に基づく応答スペクトルを用いるもので，その概念を図 4.4 （a）に示す．縦軸は応答

加速度と質量の積，横軸は応答変位を表す．構造物に作用する地震力と変位の応答値を

 

 
(a) Conceptual diagram 

 
各 ID の下の（）は等価減衰比 Heqを示す 

(b) Response spectrum method and experimental results 
図 4.4 Prediction using the response spectrum method 
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ある周期における応答スペクトルとして，構造物の層せん断力と変位の関係を性能スペ

クトルとして図示している．この 2 つのスペクトルを重ね合わせて得られる交点を応答

値と用いる．応答スペクトルの作成には応答変位における免震層の等価減衰比 Heqを用

いているため，真の応答値を求めるためには収束計算が必要となる．また免震建物の履

歴特性は，免震装置の要素実験による製造ばらつきと面圧依存性を切片荷重に考慮して

推定される． 

図 4.4(b)は，ID1～6 の実験結果と，地震動レベルが中地震以上と仮定した場合の応

答スペクトル法による応答予測値との比較である．今回の計算では，等価減衰比 Heqは

11～28％であった．球面すべり支承の履歴特性には，免震装置の要素実験で得られた製

造ばらつきと面圧依存性を考慮している．JMA神戸地震動に対する予測値は，ID1,2,4,6

の実験結果と概ね良く対応している．しかし，長周期地震動に対しては，ID3 では良い

一致が見られたが，ID5 では実験結果と比較して応答スペクトル法が応答を過大に評価

した．ID5 について応答スペクトル法による応答が過大評価した理由としては，片岡ら

による研究 4.8)で示すように減衰補正係数が特定の周期帯で減衰による応答スペクトル

の低減を過小評価することが原因に挙げられる． 

 

4.3.2 数値解析モデル 

地震応答解析には，図 4.5(a)に示す 3 次元骨組モデルを基本とした．また，免震建物

の設計で一般的に用いられる集中質量モデルである多自由度（MDOF）モデル（図 4.5(b)）

も用いて，3 次元骨組モデルで考慮した変動軸力や 2 方向作用力が応答に与える影響を

調査した．長期荷重時に免震装置に作用する軸力は，実験値と数値解析値を同等とした

数値解析には汎用の構造解析ソフト「SNAP4.9)」を使用した． 

球面すべり支承は，日本の設計実務で一般的に使用されているマルチシアスプリング

モデルを用いてモデル化した．マルチシアスプリングモデルは，多方向からのせん断応

  

 

(a) 3D frame 

model 

(b) MDOF 

model 

(c) Multishear spring  

model 

図 4.5 Numerical analysis model 
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力を受ける柱部材の挙動を模擬する．このモデルは，柱の中央部に等角的に配置された

複数のバネから構成されている（図 4.5 (c)）．それぞれのバネは，各方向のせん断変形

とせん断力を負担する．本研究では，マルチシアスプリングモデルのせん断バネを x 軸

と y 軸を含む 8 方向に配置している． 

 本研究では，4.2 節で述べたように，E-Defense 施設での振動台実験に先立って LF-

SSB の要素実験を実施した．そのため，数値解析における免震試験体のモデル化では，

以下のように要素実験の結果を考慮した： 

1) 製造ばらつきによる摩擦係数の変動については，要素実験結果の平均値とカタロ

グ値の比率を切片荷重 Qdに乗じた． 

2) 面圧依存性による摩擦係数の変動については，要素実験の結果から，30 MPa/60 

MPa の変動係数がメーカーのカタログ値より 1.178 倍高かったため，この値を

Qdに乗じた． 

3) 速度依存性による摩擦係数の変動に関しては，メーカーが実施した要素実験の結

果から，200 mm/s 以下でも変動が大きいことが示された．本研究で実施した 20 

mm/s の載荷条件下での要素実験では，文献 （4.2）と比較して+33.6%の変動があ

った．低速度での挙動への影響を確認するため，メーカー推奨の式(4.4)と要素実

験に基づいて修正した式(4.6)の 2 つのモデルを使用した． 

 

数値解析を通じて，免震層の変位と系の固有周期の関係を検証した．中～大地震に対

する 100～400 mm の応答変位では，系の等価固有周期は 4.0～5.0 秒であった．小地

震に対する小さな応答変位では，系の等価固有周期は 4.0 秒未満であった． 

 

4.3.3 速度依存性の影響 

図 4.3 に示すように，LF-SSB の切片荷重は低速度範囲で速度とともに変動する．そ

のため，変位と層せん断力応答を正確に予測するには，低速度での速度依存性を適切に

評価することが不可欠である．本項では，数値解析と実験結果がどの程度一致するかを

検討する． 

数値解析では，まず要素実験に基づいて修正した式(4.6)と，メーカーが推奨する速度

依存性の式(4.4)を比較した．式(4.4)による計算値は，ID2，ID4，ID5 についてそれぞ

れ式(4.6)の 1.24 倍，1.08 倍，1.19 倍であった．計算には，4.3.4 項で述べる主な摺動

期間中の平均速度を用いた． 

図 4.6 は，提案した式(4.6)を用いた ID2，ID4，ID5 の免震層の実験結果と数値解析

結果の履歴特性を示している．最大速度が約 400 mm/s の ID4 の場合，最大応答の挙

動に関して実験結果と数値解析結果の間に大きな差はなく，実験結果を正確に評価でき

た．最大速度が約 300 mm/s の ID5 のような低速度の場合，2 つの式間で最大応答変位

の差が顕著である．さらに，要素実験に基づいて修正した式(4.6)を用いることで，実験
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結果と数値解析結果がよく一致し，提案した数値解析モデルの妥当性が確認された．

ID4 と ID5 の場合，初期動作時に実験結果では静摩擦係数の影響により免震層のせん

断力が大きな値を示したが，数値解析ではこれを考慮していないため，すべり開始のタ

イミングに差異が確認された． 

ID2 のような小さな入力加速度の場合，初期動作に対する静摩擦係数の影響が大きい

ため，両式を用いた最大応答変位の予測は実験結果と異なった．図 4.7 は，総重量で正

規化した層せん断力の時刻歴応答に対する静摩擦係数の影響を示している．14 秒以降

の層せん断力/総重量に着目すると，要素実験で修正した式(4.6)が試験結果と良く一致

した．したがって，低面圧および低速度下での挙動を評価する際には，速度依存式とし

て摩擦係数の増加を考慮する必要がある． 

 
Eq
. 

Loading case 
ID2 ID4 ID5 

(4) 

(6) 

図4.6 Hysteresis characteristics of the base isolation layer 
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図 4.7 Time-history response of story shear force/total weight (ID2) 

 

4.3.4 静止摩擦係数の影響 

4.3.4(a) 静止摩擦係数の大きさ 

静摩擦係数は動摩擦係数より大きい．しかし，その影響は初期動作に限定されるため，

最大応答への影響は小さいと考えられている．そのため，定量的な評価は行われず，現

行の設計では考慮されていない．そこで，振動台実験の各加振の応答に対する静摩擦係

数の影響を調査した．具体的には，静摩擦係数の大きさ，免震層の時間変位と移動量に

対する静摩擦係数の影響，残留変位に対する静摩擦係数の影響，上部構造の挙動に対す

る静摩擦係数の影響を調べた． 

すべり開始前の免震層の最大せん断力を総重量で除した値として静摩擦係数 μs を求

めた．図 4.8 は，各加振に対する静摩擦係数の大きさを示している．横軸は各加振ケー

ス番号を，縦軸は静摩擦係数 μsを公称動摩擦係数 μ0 = 0.013 で除した値を示している．

静摩擦係数は動摩擦係数の 1.9 倍から 4.5 倍高く，その平均値 μs = 0.042 は表 4.2 に記

載されている要素実験結果 0.0179 の 2.3 倍であった． 

 

 
図 4.8  Amplification of static friction coefficient 

-0.06

-0.04

-0.02

0

0.02

0.04

0.06

8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40

Experimental
Analytical

B
as

e 
St

o
ry

Sh
ea

r/
 W

ei
gh

t

Time(sec)

5.0

4.0 ID1

ID4

ID2 ID5

μ s
/
μ 0

3.0

2.0
ID3 ID6

1.0

0



 

87 
 

 

 

4.3.4(b) 累積移動量に与える影響 

図 4.9 は，ID4 と ID5 それぞれについて，実験と数値解析における累積すべり距離を

比較している．ID4 では，数値解析と実験結果の累積すべり距離の差は 84 mm で，総

すべり距離 1,096 mm の約 8%であった．ID5 では，その差は 733 mm で，総すべり距

離 9,779 mm の約 8%であった．4.3.3 項で述べたように，数値解析が静摩擦係数の影

響を考慮していないため，すべり開始のタイミングが実験結果と異なっていた可能性が

ある．しかし，すべり開始のタイミングの差異は，移動量にはほとんど影響を与えなか

った． 

また，これらのプロットは主な摺動期間中の平均速度に関して興味深い事実を示して

いる．ID4と ID5の平均摺動速度はそれぞれ200 mm/sと100 mm/sであり，JMAKOBE

は OS2 の速度は 2 倍になっている．図 2.13(b)に示す速度スペクトルでは，0.8 秒から

2.8秒の固有周期範囲において，JMAKOBEがOS2よりも大きいことに対応している． 

 

 
(a) ID4 (JMAKOBEX50%) 

 

(b) ID5 (OS2XY50%) 

図 4.9 Travel accommodation 
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4.3.4(c) 残留変形に与える影響 

日本では，日本免震構造協会の維持管理設計指針 4.10)において，許容残留変位を 50 

mm と規定している．設計では，入力地震動終了後も地震応答解析を継続し，自由振動

下で残留変位を評価する． 

各加振ケースにおける免震装置の残留変位を図 4.10 に示す．横軸は加振ケース番号

を，縦軸は免震装置の残留変位を表している．実験結果と数値解析結果の両方において，

残留変位はいずれのケースでも 50 mm 未満であった．さらに，実験と数値解析の両方

で，ID1（JMAKOBEX16%）の残留変位が最大であった．しかし，同じ入力加速度で

入力方向が異なる ID2（JMAKOBEY16%）では，ほとんど残留変位が生じなかった． 

 

 

図 4.10 Residual Displacement 

 

4.3.4(d) 上部構造に与える影響 

ID5 の Y 方向における免震層と 1 階の時刻歴変位および層せん断力応答を図 4.11 に

示す．変位の時刻歴において計測開始から 69 秒時点で免震層がすべり始めた．69 秒ま

での層せん断力の時刻歴応答に示されているように，球面すべり支承がすべり始めるま

で，振動台と 1 階は同じ加速度を受けている．そのため，振動台の加速度に応じて 1 階

と 2 階の両方で層せん断力が増加する．69 秒以降の摺動している間は，免震層と 1 層

の挙動が異なるため，1 階の質量が免震層と 1 層の層せん断力に相互に影響し，1 層の

層せん断力が免震層よりも大きくなる．したがって，免震層は静摩擦係数の影響により，

すべり開始前の約 23 秒で最大値に達した． 

一方，1 階は静摩擦係数の影響を受けず，すべり中の約 81 秒で最大せん断力に達し

た．応答スペクトルに関しては，OS2_50%の加速度応答スペクトル（図 2.13(a)）は，
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固有周期 4～6 秒の範囲で最大加速度が約 0.1G （G ：重力加速度）であった．図 4.8 に

示すこの免震装置の要素実験での最大静摩擦係数は μsmax=0.059 である．したがって，

上部構造に作用する最大せん断力に対する静摩擦係数の影響は，設計せん断力と比較し

て小さいと考えられる． 

 

 

 

(a) Base isolation layer displacement 

 

 

(b) Story shear force 

図 4.11 ID5-Y Directional time history (experimental results) 

 

4.3.5 面圧依存性の影響 

本項では，数値解析と実験結果を用いて，変動軸力と鉛直動入力が免震層の挙動に与

える影響を調査する．なお，試験体のアスペクト比は約 2.0 であった．数値シミュレー

ションには，設計で一般的に用いられる多自由度（MDOF）モデルを採用した．考慮し

た入力地震動は，震度５強程度の極稀に発生する大地震を想定した設計レベル地震動を

用いた ID4 と ID5，並びに設計レベルを超える地震動で鉛直動を含む ID6 とする． 

 

4.3.5(a) 変動軸力の影響 

表 4.3 は，免震システム ID4，ID5，ID6 の変動軸力を示している．変動軸力は，ID4

では長期軸力の約 15%，ID5 では約 30%であった．鉛直動を考慮した ID6 の場合，約

60%の変動軸力が生じており，変動軸力と鉛直動の大きさが小さくないことを示してい

る．図 4.12 の ID4 方向入力に対する変動軸力を無視した MDOF モデルの実験結果と
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数値解析結果の比較から，層せん断力，変位，速度がすべてよく一致しており，一方向

入力に対しては変動軸力の影響は無視できることが分かる． 

 

4.3.5(b) 45 度方向の影響 

ID5 方向入力に対して変動軸力を無視した MDOF モデルの数値解析結果と実験結果

を図 4.13 (a)と(b)に比較する．(a)では，X 方向の振動台加速度を一方向入力として使用

した．(b)では，XY45 度入力を考慮するために入力加速度を√2 倍し，応答を√2 で除し

て各方向の応答を得た．球面すべり支承の等価水平剛性は絶対変位の増加に伴い減少す

るため，(a)の一方向入力では応答変位を過小評価しているが，(b)では実験とよく一致

している．球面すべり支承はすべり始めるまで無限大の剛性を持ち，摺動中は動摩擦係

数に対応する低い剛性を示す．つまり，等価固有振動数は変位に応じて時々刻々と変動

し，変位による非線形性が応答に影響を与えるほど強いことを意味している． 

ID6 の入力時に変動軸力と鉛直動を無視した MDOF モデルの数値解析結果と実験結

果を図 4.13(c)と(d)に比較する．(c)と(d)の両方で応答がよく一致している．これらの結

果は，球面すべり支承を用いた低層免震建物の挙動が，変動軸力と鉛直動の影響を無視

した MDOF モデルでよく予測できることを示唆している． 

 

表 4.3 Varying axial force of seismic isolation materials 
 Loading 

ID4 ID5 ID6 
SSB No. No.1 No. 2 No. 3 No. 4 No. 1 No. 2 No. 3 No. 4 No. 1 No. 2 No. 3 No. 4 

Varying axial  
force ratio 

0.15  0.14  0.17  0.12  0.34  0.09  0.10  0.34  0.63  0.60  0.55  0.66  

 

 
図 4.12 Hysteresis characteristics of base isolation (ID4) 
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4.4 摩擦係数による影響 

低摩擦係数と中程度の摩擦係数を持つ SSB の固有値解析結果を図 4.14 に示す．等価

固有周期は，免震層の割線剛性を用いて計算した．中程度の摩擦係数での等価固有周期

は，応答変位 15 cm 以下では 3.0 秒未満である．これは，小変位領域で剛性が高く，加

速度が増加しやすいことを示している．したがって，実際の設計では，低摩擦の球面す

べり支承を使用して加速度を抑制し，U 字型ダンパー4.11)のような初期剛性の低いダン

パーを用いてエネルギーを吸収して変位を低減することが効果的と考えられる． 

  
(a) One-directional model (ID5) (b) 45 degree model (ID5)  

  
(c) One-directional model (ID6) (d) 45 degree model (ID6) 
図4.13 Comparison of simulation results against X-axis projected responses 
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動摩擦係数 0.013 の場合，実験結果[表 2.14]では，すべての低摩擦球面すべり支承で

最大床応答加速度は 200 cm/s2未満，最大床応答速度は 30 cm/s 未満であった．表 4.4

は，SSB で利用可能な動摩擦係数 0.043 の場合の数値解析結果を示している．摩擦係

数が増加すると免震層の変位は減少したが，加速度と速度は増加し，ID6 入力地震動に

対して最大床応答加速度は約 350 cm/s2，最大床応答速度は約 70 cm/s となった．なお，

45°加振時の最大応答加速度，速度，変位は，入力加速度を√2 倍した質点系モデルを用

いて示している． 

耐震試験体（図 2.1～2.7)）では，加速度 350 cm/s2，速度 50 cm/s でベッド周辺の医

療機器が約 30 cm 移動し，振動中の治療中断の必要性が確認された．また，図 4.15 に

示すように，加速度 400 cm/s2，速度 60 cm/s で点滴スタンドが転倒した．したがって，

すべての支承が中程度の摩擦係数を持つ場合，低摩擦支承とは異なり，機能障害が生じ

る可能性があり，低摩擦球面すべり支承による室内医療機器の損傷低減効果が確認でき

る． 

 
図 4.14 Relationship between seismic isolation displacement and equivalent 
natural period 
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(a) Base-isolated 

 (PFA = 92 cm/s2, PFV = 17 cm/s) 

(b) Fixed-base 

 (PFA = 400 cm/s2, PFV = 60 cm/s) 

図 4.15 ID4 加振後の写真 

 

床加速度スペクトルと床加速度のエネルギースペクトルを図 4.16 に示す．低摩擦係

数の場合，加速度スペクトルに顕著なピークはないが，エネルギースペクトルは第一次

固有周期でピークを示した．長周期 ・長時間地震動（ID3）と短周期パルス型地震動（ID4）

の差は，エネルギースペクトルでより顕著になった．地表から床応答への増幅率は，ID4

よりも ID3 の方が大きい．結果として，ID4 の最大床応答加速度が大きくても，床加速

度応答スペクトルとエネルギースペクトルのピーク値は ID3 の方が大きくなる．次に，

中摩擦係数の場合，短周期範囲のピークが顕著になる．特に，長時間地震動の影響は，

短周期領域と建物の固有周期の両方でエネルギースペクトルに大きく現れる．本論の第

3 章で示した通り，医療機器の変位は地震動の継続時間，つまり床のエネルギースペク

トルに大きく依存する．したがって，中程度の摩擦係数と長周期・長時間地震動の場合，

Overturned IV stand 

表 4.4 Maximum responses, �μ0 = 0.043 

Peak floor acceleration (PFA, unit: cm/s2) 
ID 1 2 3 4 5 6 

3rd Floor 186 176 179 312 297 362 
2nd Floor 119 126 138 253 272 289 
1st Floor 110 117 78 197 153 217 

Table 120 136 74.5 357 283 529 
Peak floor velocity (PFV, unit: cm/s) 

3rd Floor 14.6 15.1 13.1 46.0 32.8 64.3 
2nd Floor 12.3 13.5 8.4 47.9 30.7 67.0 
1st Floor 11.1 12.3 6.8 40.0 31.9 57.7 

Table 14.9 15.0 10.1 45.9 31.5 63.2 
Base isolation layer response displacement (unit: cm) 

1st Floor 1.47 1.83 2.00 6.52 9.43 13.9 
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病室内の被害がかなり大きくなる可能性がある． 

 

Index 
Friction 

μ0 = 0.013 μ0 = 0.043 

Acceleration 

  

Energy 

 
図 4.16  Floor response spectrum 

 

4.5 まとめ 

本研究では，低摩擦係数を有する球面すべり支承の要素実験，同支承を用いた免震病

院建物試験体の実大震動台実験の結果，並びに設計実務で使用される簡易法および数値

解析による予測結果を報告した．また，予測精度の高いシミュレーション方法と，病院

の機能障害を軽減するための望ましい免震装置の性能について述べた．主な知見は以下

の通りである． 

 

1. 応答スペクトル法は，長周期・長時間地震動に対する実験での最大変位を過大評価

した．比較的短周期のパルスを持つ近傍地震動に対しては，一般的に良好な応答を

示した． 

2. 感度分析では，低摩擦すべり支承の動摩擦係数の速度依存式は，低面圧および低速

条件下で修正が必要であった．軸力変動と上下動の影響は，全体的な応答に関して

影響が小さかった． 

3. 振動台実験で同定された静摩擦係数は，動摩擦係数の 1.9～4.5 倍であり，その平

均値は要素実験結果 0.0179 （速度 400 mm/s 時）の約 2.3 倍であった．しかし，残

留変位，移動量，上部構造の最大せん断力への影響は小さかった．この結果は，静
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止摩擦係数を無視した現在の設計プロセスを支持するものである． 

4. 動摩擦係数 0.013 の低摩擦球面すべり支承は，加速度と速度を大幅に低減し，実験

において内部医療機器の損傷を抑制した．摩擦係数 0.043 の場合，長周期・長時間

地震動に対してエネルギー床応答スペクトルが大幅に増加した．この増加は，医療

機器が変位する病室内で機能障害を引き起こす可能性がある． 

5. 実際の設計では，加速度を抑制し，U 字型ダンパーなどの初期剛性の低いダンパー

を用いてエネルギーを吸収し，変位を低減するために，低摩擦球面すべり支承を使

用することが効果的と考えられる．また，床加速度と免震層変位の目標値を達成す

るために，低摩擦支承と中程度の摩擦支承を組み合わせることも一般的である． 
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5. 室内被害を考慮した中低層の医療施設の簡易性能設計手法 

5.1 はじめに 

本研究では，病院の居室や部署としての被害程度を大きく分類し，それを予測するた

めの各床応答値の指標と被害程度の相関性を実大実験により検証する．また設計や被害

予測時に床応答値の指標に基づいて医療施設の被害評価の予測手法を提案する．さらに，

日本建築構造技術者協会（JSCA）がまとめた構造体の性能設計手法 5.1)に準拠して設計

した特級，上級，基準級の建物に対して，提案する室内被害ランクを用いた評価フロー

に基づいて医療機器の被害評価を行い，耐震等級と医療機器の被害との関係を整理する． 

 

5.2 実験による被害程度と被害評価指標とする床応答値 

5.2.1 被害ランクと予測指標 

医療従事者と協議し，実験結果から各室の被害ランクを表 5.1 の A～D の 4 段階とし

た．ランク A，B はいずれも無被害で機器に移動が生じるかどうかで 区別し，ランク

C，D は機器の移動により被害が生じ，医療行為の継続性の可否で区別している．なお，

B/H は機器を支持するキャスターの間隔（B）を機器の重心高さ（H）で除した指標で

ある．例えば，B/H が 0.4 以下の場合に転倒確率は大きくなる 5.2)． 

医療施設の室内被害評価には，機器同士の衝突を考えると，機器の転倒に加えて移動

量の評価も重要となる．そこで，被害ランクとの相関性を検討する床応答として，①最

大加速度（PFA）や②最大速度（PFV）に加えて，地震継続時間を考慮した指標として，

機器単体の挙動を評価した前報で相関が高かった③Arias Intensity（以下 IA，応答加

速度の 2 乗を時間積分したものに π/2G（G は重力加速度）を乗じた指標）に加えて，

④床応答加速度が 150cm/s2を超えた時間の床加速度応答累積値（以下 CA150）を採用

する．なお，床応答加速度 150cm/s2は，3.4 節において，キャスターロックがフリーで

あったり，重心の高い機器でロッキングが生じたりキャスターロックが外れたりするこ

 

表 5.1 医療施設の室としての被害ランク 

被害ランク 加振後の室の状態 

A ほとんどの機器に移動なし 

B 
機器に移動が生じるが転倒や機器同士の接触はなく，地震後の医療行為に

影響なし 

C 
B/H が小さい医療機器の一部に転倒や機器同士の接触が生じるが医療行

為は継続可能 

D 多くの機器が転倒や衝突により，医療行為の継続が不可となる可能性あり 
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とで移動量が大きくなることが確認された閾値である． 

 

5.2.2 被害ランクと予測指標の関係 

 図 5.1 に，各加振の被害ランクと各床応答値の相関を示す．赤マークは耐震試験体，

青マークは免震試験体を示す．IA および CA150 は横軸を対数目盛としているため，応

答値が 0 のものは便宜上 0.1 としている．応答は 2 方向同時入力の場合（ID5）は 2 方

向合成のもの，3 方向同時入力（ID6）の場合は，XY2 方向合成のものを示す．ID6 の

Z 方向の PFA は耐震試験体，免震試験体ともに振動台から 1.5 倍程度増幅された 0.5g

程度であった．免震構造の医療施設を対象とした既往の研究 5.3)においても絶対鉛直加

速度が 2g を超えない限り深刻な悪影響を及ぼさないことが示されている．そのため中

低層建物においては，ロングスパン梁を有する鉄骨造などで地震時に 2g を超える上下

動が生じる可能性がない場合においては上下動の影響ないと考える．PFA は 150cm/s2

以下ではランク A で加振中も医療行為は可能であり，150cm/s2 を超えるとランク B，

400cm/s2を超えるとランク C または D となり，C と D を同一グループとすると応答と

被害に明確な階段状の相関関係があった．NICU やコロナ病室，手術室のように機器が

密に配置されている室では，診察室のように機器が少ない室と比べて同一加速度でもラ

ンク D となり易い傾向を確認した．PFV は 20cm/s を超えるとランク B が増えるが，

ランク A との境界は明確でない．IA は耐震試験体では 100cm/s を超えるとランク B と

なり，5m/s を超えるとランク C～D と被害が大きくなる一方で，免震試験体では IA が

300cm/s 程度でもランク A であった．CA150 は 300cm/s2･s まではランク B ，それ以

上では移動量の増加により機器同士の接触が激しくなり，接触による転倒が生じてラン

ク C となる．700cm/s2･s を超えると被害ランク D も増えた．いずれの指標も応答が大

きくなるとともに被害が大きくなる傾向は確認できた．各被害ランクのオーバーラップ

が少ないという観点で見ると，瞬間最大の指標では加速度，累積指標としては CA150

では被害ランクとの相関性が高い． 
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（a）PFA 

 

（b）PFV 

 

（c）IA 

 

（d）CA150 

 

図 5.1 被害ランクと床応答値の相関 
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PFA と CA150，被害ランクの相関を図 5.2 に示す．図内の主要な箇所を写真 5.1 の

①～⑩に示す．写真①，②はいずれも PFA が 400cm/s2程度であり，①では機器同士

が衝突する程度であった一方，②では機器の移動量が大きく，点滴スタンドは壁に衝

突し転倒が生じた．③は，②よりも PFA がさらに大きいが，機器が散在している診察

室であるため，比較的被害は小さく，床応答値だけでなく室の機器設置状況も被害に

影響することを確認した．⑤，⑥は 800cm/s2程度であり，⑥は CA150 が小さいため

移動量は小さいが転倒した機器は多く，⑤は転倒した機器が多いうえに機器の移動も

大きくなっていた．⑧，⑩はそれぞれ PFA と CA150 が最も大きいポイントである．

両者において，キャスターが固定されていたベッドなどを含めてまで多くの機器が移

動して室内被害が甚大となっていた．

 
図 5.2 PFA―CA150 図 
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写真① 写真② 

  
写真③ 写真④ 

  
写真⑤ 写真⑥ 

  
写真⑦ 写真⑧ 

  
写真⑨ 写真⑩ 

写真 5.1 図 5.2 と対応する室内被害 
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転倒可能性の評価として，各加振の PFA，PFV と等価振動数 Fe （=PFA÷PFV÷2π）

の関係と被害ランクを図 5.3 に示す． 図内には被害ランク B と C，C と D を分ける閾

値として Vreq_fB=50cm/s, Vreq_fC=100cm/s を記入した．これは機器単体の評価 7)に

おいて転倒が PFV50cm/s 以上で転倒が見られたことと対応する． 

以上の検討より，被害程度を予測するには，PFA，PFV，CA150 の各値を総合的に

判断する必要がある． 

 

5.2.3 室内医療機器の被害評価手法の提案 

 5.2.2 項の検討を踏まえて，中低層医療施設の各室の室内被害ランクを評価するフロ

ーを図 5.4 に提案する．適用範囲は中低層建物とし，ロングスパンを有する鉄骨造など

評価対象とする室が地震時に 2g を超える上下動が生じる可能性がある場合は除く．ま

た 2.2.7 項に記載しているが設置する医療機器にキャスターを有する場合は 2 点以上ロ

ックすることを想定している．機器が動き出す PFA の 150cm/s2，転倒が生じ始める

PFA の 400cm/s2, 移動により機器同士が衝突し転倒が増える CA150 の 300cm/s2･s を

閾値とした．ランク C と D の判定については，設置機器の種類や配置状況に応じて異

なるため条件に応じて判定することを基本とするが，PFV が 100cm/s を超えるような

場合にはランク D とする．ただし，被害ランク B～D の場合においても，機器が移動

および転倒しない措置や床免震など特別な対策が施されている場合はこの限りではな

いものとする． 

 

 
図 5.3 PFA―等価固有振動数 
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5.3 数値解析による被害評価手法の妥当性の検討 

 宮城県沖の地震，宮城県北部の地震及び十勝沖地震による病院の被害状況と震度との

関係が定量的に評価した研究 5.4)では，震度 6 弱では医療機器および医療空間の被害率

が急増するものの，震度 5 強までは概ね機能維持ができていたことが確認されている．

ここでの被害率の計算は医療機器の場合は当該機器が使用できなかった割合，医療空間

は病室や診療室など当該室が使用できなかった割合を示す．そこで，宮城県沖の地震，

宮城県北部の地震及び十勝沖地震の震度 5 強及び震度 6 弱が観測された地震動を用い

て，加速度応答スペクトルおよび CA150 の応答スペクトルならびに質点系モデルの応

答解析により求めた PFA と CA150 を利用して，5.2.3 項で提案した室内被害評価フロ

ーの妥当性を検証する． 

 

5.3.1 入力波の応答スペクトル 

 応答解析で使用する地震波として，表 5.2 に示す宮城県沖の地震，宮城県北部の地震

及び十勝沖地震の震度 5 強以上の観測波の中で，最大地動加速度に一方向性の強い，宮

城県沖の地震の大船渡市大船渡町，気仙沼市赤岩，十勝沖地震の浦河町潮見，新冠町北

 

図 5.4 中低層医療施設の室内被害ランク評価手法 
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星町の記録を用いた 5.5)．図 5.5 に検討用対象地震波の応答スペクトルとして加速度応

答スペクトルと CA150 の応答スペクトルを示す．ピーク値はいずれも室内被害評価の

閾値である PFA の 400cm/s2，CA150 の 300cm/s2･s を大きく上回っているが，震度 5

強の 2 波については短周期の領域において，閾値を下回っている領域も多くなってい

る． 

 

5.3.2 多質点系せん断型モデル 

 多質点系せん断型モデルを用いた 1 方向の応答解析により，PFA と CA150 を求め

る．中低層建物を検討対象とし，4，6，8 層の鉄骨造（以下 S 造）および鉄筋コンクリ

ート造（以下 RC 造）のモデルを準備した．多質点系モデルは，S 造，RC 造ともに階

高 4m，建物重量は S 造 8kN/m2， RC 造 12kN/m2とする．各階の層間変形角は Ai 分

布の外力に対して一定であると仮定する． 

履歴特性，内部粘性減衰の考え方は，JSCA 性能設計説明書 2021 年版【耐震性能編

（簡易法）】5.1）の耐震性能グレード基準級のモデルに準拠する．S 造と RC 造のフレー

ム構造の多質点系せん断型モデルの骨格曲線を図 5.6 に実線で示す．同図には次章で用

いる上級，特級の骨格曲線も併せて示す．また S 造の破線は 5.4.4 節で述べる座屈拘束

表 5.2 検討に用いた観測波 

地震名 観測点名_方向 震度 
最大加速度

（cm/s2） 

宮城県沖の地震 
大船渡市大船渡町_EW 6 弱 1,105 

気仙沼市赤岩_NS 5 強 452 

十勝沖地震 
浦河町潮見_EW 6 弱 493 

新冠町北星町_NS 5 強 183 

 

（a） 加速度応答スペクトル         （b）CA150 スペクトル 

図 5.5 応答スペクトル（h=5%） 
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ブレースを有するラーメン架構の場合を示す．S 造多質点系モデルの各層の履歴特性は

バイリニア型とし，2 次剛性を初期剛性の 0.001 倍，また最大耐力は性能 Ds 値 0.25 と

している．RC 造多質点系モデルの各層の履歴特性は Takeda 型とし，2 次剛性を初期

剛性の 0.25 倍，3 次剛性を初期剛性の 0.001 倍，また，最大耐力は性能 Ds 値 0.3 とし

ている．最大耐力に対して第 1 折れ点は 1/2.5 としている．内部減衰は，限界耐力計算

5.6）におけるスウェイ・ロッキングを考慮しない場合の内部減衰に準拠し，かつ動的相

互作用による減衰を考慮して S 造建物， RC 造建物ともに一律 5％としている．数値解

析には弾塑性解析システム HyperSD を用いた． 

4，6，8 層の S 造および RC 造の基準級の各モデルの固有周期を表 5.3 と表 5.4 に示

す．なお，次章で用いる上級，特級のモデルの固有値解析結果も表 5.3 と表 5.4 に併せ

（a）S 造                          （b）RC 造 

図 5.6 骨格曲線 

 

表 5.3 S 造固有周期（秒） 

 4 層 6 層 8 層 

1st 2nd 1st 2nd 1st 2nd 

基準 1.01 0.40 1.18 0.47 1.34 0.52 

上級 0.64 0.26 0.75 0.30 0.85 0.33 

特級 0.52 0.21 0.61 0.24 0.69 0.27 

 

表 5.4 RC 造固有周期（秒） 

  
4 層 6 層 8 層 

1st 2nd 1st 2nd 1st 2nd 

基準 0.65 0.26 0.76 0.30 0.86 0.34 

上級 0.46 0.19 0.54 0.21 0.60 0.24 

特級 0.32 0.13 0.38 0.15 0.43 0.17 
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て示している． 

 

5.3.3 応答解析結果 

観測波を各モデルに入力して得られた応答解析結果のうち，最大層間変形角 Rmax と

ベースシアー係数 C0の相関関係および屋上を除く各階の PFA と CA150 の相関関係を

図 5.7 に示す．Rmax は各モデルで最も大きな階の最大層間変形角とする．震度 5 強相

当の地震動を入力した場合では，70%程度が層せん断力係数 0.2 以下となった結果にな

った．対して，震度 6 弱相当の地震を入力した場合では，80%以上が層せん断力係数 0.2

を上回っている．PFA と CA150 の相関関係に着目すると震度 5 強では 80%程度が第 3

章で提案した被害ランクのランク B の閾値以下となっているのに対し，震度 6 弱では

20％程度しかランク B の閾値以下となっていない．これは過去の地震被害調査結果 8)

で報告されている「医療機器及び医療空間の使用不能ともに，被害率は震度 5 強までは

5%以下で，震度 6 から急増している傾向」と対応している．一方で，被害率の程度に

ついては，被害調査報告結果を数値解析が上回っているが，その理由として，被害の評

価基準が異なっていること，本解析モデルと実状の建物の相違，入力された地震波や相

互作用の詳細な影響などを考慮できていないことが挙げられる．参考までに閾値を 1.5

倍として，PFA を 600cm/s2，CA150 を 4.5 とすると，震度 6 弱でも 80%程度が被害ラ

ンク B までに収まっており，調査結果の震度 6 の被害率が 10～30%程度であったこと

とも対応することから，本提案手法は本研究で比較した室内被害のアンケート結果より

も被害が大なる方に評価された．ただし，解析手法等にも左右されるため一概に安全側

の評価になるとは限らない．また，震度 6 弱よりも震度 5 強の方が一部で CA150 が大
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きくなっているが，これは新冠町北星町 NS 波における建物最上階の応答であり，固有

周期 1 秒前後の CA150 応答スペクトルが大きな値を示していることと対応している． 

 

5.4 構造体の耐震等級を変数とした検証 

耐震性能グレードと減衰定数を変数とし，入力地震動として告示波，南海トラフ沿い

の巨大地震による長時間地震動対策用とした基整促波 OS215），首都直下地震を想定し

た地震動とした JMA 神戸波 NS 波を用いて医療施設の室内被害を予測する．告示波の

表層地盤増幅は，一般的な地盤として第 2 種地盤を想定して考慮した．耐震性能グレー

ドには 5.3 節で述べた JSCA の提案する基準級，上級，特級を採用する． 

 

 

  

（ⅰ）震度 5 強 （ⅱ）震度 6 弱 

(a) Rmax―C0図 

  

（ⅰ）震度 5 強 （ⅱ）震度 6 弱 

(b) PFA―CA150 図 

図 5.7 観測波の応答解析結果 
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5.4.1 入力地震動と固有値解析結果 

入力地震動を表 5.5，5.6 に示す．入力は 1 方向のみとする．これらの地震動につい

て，減衰定数を 5%とした場合の加速度応答スペクトルと CA150 応答スペクトルを図

5.8 に示す．震度 5 弱のレベル 1 告示波では閾値である PFA の 400cm/s2，CA150 の

300cm/s2･s を下回っている．一方で震度 6 弱であるレベル 2 告示波は，宮城県沖の地

震や十勝沖地震などの観測地震動とは異なり，やや短周期領域では応答加速度が大きく

なるように設定されているため，低層建物のように短周期建物ではいずれの周期でもラ

ンク B の閾値である PFA で 400cm/s2，CA150 で 300cm/s2･s を上回っている．その

ためレベル 2 告示波に対して，医療施設の室内被害をランク B 以下に抑えるような耐

震建物を設計することは難しいことが示唆される． 

 

表 5.5 レベル 1 検討用入力地震動 

地震波 最大地動加速度（cm/s2） 

告示波（八戸位相） 111 

告示波（神戸位相） 121 

告示波（ランダム位相） 119 

 

表 5.6 レベル 2 検討用入力地震動・参考地震動 

地震波 最大地動加速度（cm/s2） 

告示波（八戸位相） 556 

告示波（神戸位相） 603 

告示波（ランダム位相） 620 

OS2 390 

JMA KOBE NS 818 
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5.4.2 レベル 1 地震動時の構造体の損傷と室内被害レベル 

 応答解析結果としてレベル 1 告示波の中で最も CA150 応答スペクトルの大きいラン

ダム位相の基準級の場合の各階の塑性率と PFA を図 5.9 に示す．基準級のいずれのモ

デルおよび階においても塑性化することはなく最大塑性率は 0.7 程度，PFA は最大で

も 250cm/s2 以下，CA150 は 0.500cm/s2･s 程度で，室内被害ランクの閾値である

400cm/s2かつ 300cm/s2･s 以下となっており，被害ランク B までに収まっている． 

（a）加速度応答スペクトル（L1）     （b）CA150 スペクトル（L1） 

 

 

（c）加速度応答スペクトル（L2）      （d）CA150 スペクトル（L2） 

図 5.8 応答スペクトル（h=5%） 
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5.4.3 レベル 2 地震動時の構造体の損傷と室内被害レベル 

 5.2.2 項で提案したフローでは被害レベルを判定する指標の一つとして PFA の

400cm/s2を採用している．例え PFA が小さく室内被害が小さくても，構造体としての

損傷が大きければ医療行為の継続は難しい．耐震性能グレードを変数とした場合の塑性

率と PFA の傾向を把握するため，レベル 2 告示波の応答解析結果として，構造種別，

耐震性能グレードごとの塑性率，PFA のヒストグラムを図 5.10 に示す．ここでは，5.3.2

項と同様に減衰定数 5%とした． 

構造種別に関わらず耐震性能グレードを上げることで，塑性率が小さくなる傾向から

構造体被害としての抑制効果が確認できる．一方で，耐震性能グレードを上げることで

室内被害と相関性の高い PFA については増大し，構造種別に関わらず基準級では 90％

程度は PFA が 600cm/s2以下であったが，特級にすることで 80％以上は 600cm/s2を超

えている．また，PFA が比較的小さい基準級においても 400cm/s2 以下は 5%以下であ

り，ほとんどの階において室内被害レベル C 以下となっている． 

 

（a）塑性率                （b）PFA             （c）CA150 

図 5.9 レベル 1 地震動の応答解析結果 
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 減衰定数を 10%として，ダンパーなどを付与した制振構造を簡易に表現したモデル

について，各耐震性能グレードの応答解析結果を図 5.11 にヒストグラムで示す．減衰

を付与することで，塑性率および PFA は小さくなっており，構造体被害だけでなく室

内被害の抑制効果がある．しかしながら，PFA が最も小さいのは基準級で，上級，特級

になるにつれて PFA は大きくなっている．比較的 PFA が小さい基準級においても

400cm/s2 以下は 20%程度に留まっており，設計要件として室内を無被害にすることは

難しい． 

 

  

 

（a）S 造塑性率            （b）RC 造塑性率 

 

（c）S 造 PFA                        （d）RC 造 PFA 

図 5.10 レベル 2 地震動応答の解析結果（h=5%） 
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（a）S 造塑性率            （b）RC 造塑性率 

 

（c）S 造 PFA                          （d）RC 造 PFA 

図 5.11 レベル 2 地震動の応答解析結果（h=10%） 

0

20

40

60

80

100

S_standard

S_upper

S_special

0
～
0.5

0.5
～
1.0

1.5
～
2.0

2.0
～
2.5

2.5
～
3.0

3.0
～
3.5

3.5
～
4.0

1.0
～
1.5

4.0
～

0

20

40

60

80

100

RC_standard

RC_upper

RC_special

0
～
0.5

0.5
～
1.0

1.5
～
2.0

2.0
～
2.5

2.5
～
3.0

3.0
～
3.5

3.5
～
4.0

1.0
～
1.5

4.0
～

(%) (%)

0

20

40

60

80

100
S_standard

S_upper

S_special

0

20

40

60

80

100
RC_standard

RC_upper

RC_special

0
～
200

200
～
400

600
～
800

800
～
1000

1000
～
1200

400
～
600

1200
～
1400

0
～
200

200
～
400

600
～
800

800
～
1000

1000
～
1200

400
～
600

1200
～
1400

(%) (%)

PFA(cm/s2) PFA(cm/s2)



 

113 
 

 

5.4.4 レベル 2 告示波の室内被害程度 

耐震性のグレードが室内被害に与える影響を把握するため，図 5.12 に S 造純ラーメ

ン架構の場合，S 造で座屈拘束ブレースを有するラーメン架構の場合，RC 造の場合の

PFA，PFV と等価振動数 Fe の関係を示す．ここで PFV は PFA と 1 次固有振動数か

ら求めた疑似最大速度応答とする．座屈拘束ブレースを有する架構において，BRB1 は

2 次剛性を 1 次剛性の 0.6 倍にした場合，BRB2 は 2 次剛性を 1 次剛性の 0.45 倍にし

た場合である． 

S 造純ラーメン架構の場合は耐震性能グレードを向上させても PFV が大きく，転倒

のリスクは変わらない．一方で，座屈拘束ブレースを有する架構のようなトリリニアモ

 

（a）S 造純ラーメン    （b）S 造 BRB1 

 

（c）S 造 BRB2      （d）RC 造 

 

図 5.12 PFA―等価固有振動数 
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デルにすると，耐震性能グレードを向上させるとともに転倒リスクを低減する．また，

1 次剛性に対して 2 次剛性の比率が低いほど転倒リスクを低減する効果が高まってい

る．RC 造の場合はひび割れを考慮した Takeda 型となるため耐震性能グレードを向上

させると転倒リスクが下がる効果がある．これらより耐力が増大すると定性的には等価

剛性が増大するため被害が大きくなると考えられる．そのため耐力を小さくするか，耐

力を増大する場合は 2 次剛性が小さくなるような構造計画上の配慮により等価剛性を

小さくする配慮が必要と考える． 

移動量の評価として減衰定数 5%のモデルにおいて応答が相対的に小さい基準級 RC

造のモデルと応答が相対的に大きい特級 S 造純ラーメン架構の PFA，CA150 に着目す

る．図 5.13 に基準級 RC 造および特級 S 造のレベル 2 告示波に加えて参考用地震動と

して OS2，JMAKOBE NS の PFA と CA150 の相関図を示す．告示波の基準級 RC 造

の床応答はいずれも PFA は 400cm/s2，CA150 は 300cm/s2･s を超えており，平均値は

PFA 500cm/s2 程度，CA150 は 1000cm/s2･s 程度である．これは図 5.3 内の点①，②，

③付近であり，コロナ重傷患者病室のように医療機器が多いと機器同士接触したり，転

倒が生じたり医療行為の継続が難しいレベルの被害となる可能性がある．告示波の特級

S 造床応答の平均値は PFA は 900cm/s2程度，CA150 は 4000cm/s2･s 程度であり，応

答値は上層部ほど大きく，最大で PFA は 1200cm/s2程度，CA150 は 16000cm/s2･s 程

度となり，実大実験結果の近傍の点として図 5.3 内の点⑧，点⑩と比較するとベッドを

含めて室内機器の移動量は大きく，甚大な室内被害レベルになる可能性がある．また地

震波の特性として，八戸位相，神戸位相と比較してランダム位相は PFA に大きな差異

は見られないが，CA150 が大きく，長周期長時間地震動と同等であるため，室内被害

の評価を適切に行うには地震動の位相についても慎重に考慮する必要がある． 
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（a）基準級 RC 造           （b）特級 S 造 

図 5.13 PFA―CA150 図 
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5.5 免震構造の室内被害ランク 

 応答スペクトルを用いて簡易的に免震構造建物の室内被害について検討する．減衰定

数 h は免震構造に対応させて 20%としている．図 5.14 に告示波（乱数位相・神戸位相・

八戸位相）の加速度応答スペクトルと CA150 スペクトルを示す．北村らのビルディン

グレターによる調査 5.7)によると，1995 年～99 年といった比較的固有周期が短い免震

建物でもほとんどがレベル 2 の最大変位時の固有周期が 2.5 秒以上になっていること

から，免震構造においては被害ランク B 以上となり，近年の固有周期が 4 秒を上回る

免震建物においては被害ランクが A になる． 

 

 

 
(a) 加速度応答スペクトル 

  
(b) CA150 スペクトル 

図 5.14 応答スペクトル 
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5.6 まとめ 

医療施設の実大振動台実験結果をもとに中低層の医療施設の室内被害ランクを医療

従事者と協議し，4 段階の被害ランクおよびその工学的評価手法を提案した．先ず，過

去の地震被害調査結果との照合により提案手法の妥当性を確認した．次に，提案した被

害評価手法を用い， JSCA 性能設計説明書の耐震性能グレードと減衰定数を変数とし

た建物の地震応答解析を行い，構造特性と医療施設の室内被害との関係を検討した．以

下に得られた知見を示す． 

・ 中低層の医療施設の室内被害ランクには，最大床応答加速度，医療機器が動き出す

150cm/s2を超える加速度の継続時間である CA150 と相関が見られた．最大床応答

加速度が 400cm/s2，最大床応答速度が 100cm/s を超えると多くの機器が転倒や衝

突により，医療行為の継続が不可となる可能性が高い．また被害が大きく被害ラン

クが C または D となる場合には，最大床応答速度を閾値として分類できる可能性

を示した．室内被害を評価するには三つの指標を総合的に考慮して判断する必要が

ある． 

・ 建築基準法を満足する標準的な建物モデルと過去の地震動による数値解析結果と

提案した設計手法により求めた被害ランク C または D となる割合と，過去の地震

被害に関する調査結果を照合すると，震度 6 弱から被害率が急増している傾向につ

いては対応していた．一方で被害ランク C または D となる割合の大きさについて

は数値解析結果の方が大きく，その理由としては，被害の評価基準が異なっている

こと，相互作用の詳細な影響を考慮できていないことが挙げられる． 

・ 中低層の耐震建物および制振建物では，レベル 1 地震動では構造体，室内被害とも

にほぼ無被害に抑えることができる．一方レベル 2 地震動では，耐震性能グレード

を上げることで構造体の被害を抑制することはできるが，医療施設の室内被害を抑

制することは容易ではない．座屈拘束ブレースのように強度を確保しながらも早期

に剛性が低下するトリリニア型の履歴を有する，あるいは鉄筋コンクリート造のよ

うにひび割れにより剛性低下するような機構とすることで転倒防止につなげるこ

とができる．しかしながら，室内を無被害に抑えることは困難であり，医療機器側

で地震対策を施し，一定の割合の機器が故障することを想定した事業継続性計画を

策定する必要がある． 
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6. 結論 

 

近年，2016 年熊本地震，2024 年能登半島地震など震度 7 を計測する巨大地震が頻発

し，災害時にも事業継続を求められる医療機関や官庁施設などに大きな被害が出ている．

南海トラフ沿いの巨大連動地震により広域で長周期長時間地震動が高い確率で発生す

ることが危惧されているなか，災害時に拠点となる建築物の事業継続性の確保は喫緊の

課題となっている． 

地震時において医療器施設の機能維持・事業継続性を確保するためには，建物の構造

特性や床応答に応じた医療機器や病室内の被害評価の予測手法およびその予測手法を

活用した一般什器および医療機器の室内被害抑制に配慮した設計が必要不可欠である．  

 これら医療施設に関する現状を踏まえて，本論文では室内被害を考慮した医療施設の

耐震設計手法を提案するために，以下の情報を提供した． 

（1） 地震動と機器の転倒や移動量との関係について，要素実験及び実大病院建物の振

動台実験で得られた結果とその分析を報告する．医療機器の管理区分などを考慮

して，転倒や衝突，回路のはずれなどによる医療継続性への影響を分析する． 

（2） 免震装置の要素実験と E－ディフェンス実験施設における実大病院建物の振動台

実験により，面圧，速度，静止摩擦係数が低摩擦球面すべり支承の性能に及ぼす

影響を調べる． 

（3） 機器単体の詳細な挙動や損傷を評価対象とせず，室としての被害程度を大きく分

類し，それを予測するための各床応答値の指標と被害程度の相関性を実大実験に

より検証し，医療施設の被害評価の予測手法を提案する． 

それぞれより得られた知見を以下にまとめる． 

 

医療施設の実大震動台実験試験体の設計と結果概要 

 

E ディフェンスで実施した病院建物試験体の震動台実験の試験体の設計方針，事前数

値応答解析結果，実験結果の概要，実験後の数値応答解析，簡易評価方法の推定値の精

度について述べた．耐震試験体は，「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」の耐震安

全性の分類Ⅰ類相当として，大地震動後，構造体を補修せず建築物を使用できることを

目標として設計した．免震試験体は免震装置に米国では一般的であり，日本でも中低層

建物を中心に普及が拡大している球面すべり支承を用いた．耐震試験体と免震試験体に

は，医療従事者と協議の上で，一般的に必要とされる医療機器を設置した． 

耐震試験体は 1 次設計時相当の地震力では弾性範囲留まり，2 次設計時相当の地震力

では，最大層間変形角で 0.018rad に達した．事前数値解析では想定していた仕上げ荷

重が試験体より大きく固有周期が異なり，2 割程度変形が大きくなった． 
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実験後の数値解析により剛性，耐力，最大変形において実験との対応が見られた． 

簡易法による推定においても，1 方向入力における初期剛性や最大変形においては一

致した．一方 2 方向入力については，露出柱脚における 2 軸曲げに対するモデル化に課

題があることを確認した．損傷状況の予測においては精度良く予測した性能設計が現段

階においては難しいことを確認した． 

 

震動台実験における医療機器の地震時挙動 

 

過去に実施されたキャスター付き台車の引張試験から，振動台実験で使用する床材に

ついて，転がり摩擦係数，沈み込み係数，摩擦係数を整理した．床材に厚みがあり柔ら

かい場合には，転がり摩擦係数は 2 倍程度異なった．病院での作業効率を考えると厚さ

の限度があるが，やわらかく厚みのある床を採用することで，沈み込み係数や転がり摩

擦係数を増やし地震時の移動量を低減できる可能性がある． 

振動台実験でキャスターがロックされた医療機器が動き出した加速度の約 400cm/s2

は，要素実験で得られた摩擦係数と沈み込み係数を足した値と良く対応した．重心の高

い機器では，キャスターのロックが外れた機器や，前面ロックでロッキングが生じた機

器が多く，約 150cm/s2 で動き出した．転がり摩擦係数と沈み込み係数を足した値と高

い相関を示した． 

振動台実験では，直下型地震動より最大床応答加速度が小さかった長周期長時間地震

動で，病院室内の被害が相当大きくなった．床加速度応答スペクトルのピーク値は同等

で，エネルギースペクトルのピーク値は長周期長時間地震動の方が大きくなっており，

室内被害の低減を目標とした設計では注意を要する． 

機器の転倒はキャスター幅を重心高さで除した比（B/H）の小さい機器に生じやすい．

機器単独または，壁や機器との接触によりバランスを崩して転倒するが，床材の種類に

よらず，加速度 400cm/s2以上，速度 50cm/s 以上で確認された． 

患者を載せる機器（分類①）とその他の医療機器（分類②）の移動量について，床応

答加速度および継続時間の影響を考慮した Arias Intensity （IA）との相関を評価した．

分類①では，IA が 10m/s 以上で急激に最大移動量が増えている．分類②では，IA が小

さい領域から最大移動量が増え始めて，10m/s 以上で急激に増加する．これは B/H が

分類①と比較して分類②の方が小さいことが原因と考えられる．設計時の参考として，

機器の最大移動量と IA の関係を対数線形回帰した場合の近似式を提示した． IA が小

さい領域から最大移動量が増え始める分類②の方が回帰モデルとの相関が高い．ただし，

ばらつきが大きいため，床応答から最大移動量を予測式としては誤差が大きく参考程度

に留まる． 

コロナ重症患者病室，NICU，手術室における医療行為の継続性を分析した．転倒し

なくても移動により壁や医療機器同士衝突により，高度管理医療機器などは継続使用が
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難しくなる．床応答加速度を低減することや機器の B/H を大きくすることを大地震時

の医療継続性対策として検討していく必要がある． 

 

球面すべり支承を用いた免震構造の挙動 

 

応答スペクトル法は，長周期・長時間地震動に対する実験での最大変位を過大評価し

た．比較的短周期のパルスを持つ近傍地震動に対しては，一般的に良好な応答を示した． 

感度分析では，低摩擦すべり支承の動摩擦係数の速度依存式は，低面圧および低速条

件下で修正が必要であった．軸力変動と上下動の影響は，全体的な応答に関して影響が

小さかった． 

振動台実験で同定された静摩擦係数は，動摩擦係数の 1.9～4.5 倍であり，その平均

値は要素実験結果 0.0179（速度 400 mm/s 時）の約 2.3 倍であった．しかし，残留変

位，移動量，上部構造の最大せん断力への影響は小さかった．この結果は，静止摩擦係

数を無視した現在の設計プロセスを支持するものである． 

動摩擦係数 0.013 の低摩擦球面すべり支承は，加速度と速度を大幅に低減し，実験に

おいて内部医療機器の損傷を抑制した．摩擦係数 0.043 の場合，長周期・長時間地震動

に対してエネルギー床応答スペクトルが大幅に増加した．この増加は，医療機器が変位

する病室内で機能障害を引き起こす可能性がある． 

実際の設計では，加速度を抑制し，U 字型ダンパーなどの初期剛性の低いダンパーを

用いてエネルギーを吸収し，変位を低減するために，低摩擦球面すべり支承を使用する

ことが効果的と考えられる．また，床加速度と免震層変位の目標値を達成するために，

低摩擦支承と中程度の摩擦支承を組み合わせることも一般的である． 

 

 

室内被害を考慮した中低層の医療施設の簡易性能設計手法 

 

医療施設の実大振動台実験結果をもとに中低層の医療施設の室内被害ランクを医療

従事者と協議し，4 段階の被害ランクおよびその工学的評価手法を提案した．先ず，過

去の地震被害調査結果との照合により提案手法の妥当性を確認した．次に，提案した被

害評価手法を用い， JSCA 性能設計説明書の耐震性能グレードと減衰定数を変数とし

た建物の地震応答解析を行い，構造特性と医療施設の室内被害との関係を検討した．  

中低層の医療施設の室内被害ランクには，最大床応答加速度，医療機器が動き出す

150cm/s2を超える加速度の継続時間である CA150 と相関が見られた．最大床応答加速

度が 400cm/s2，最大床応答速度が 100cm/s を超えると多くの機器が転倒や衝突により，

医療行為の継続が不可となる可能性が高い．また被害が大きく被害ランクが C または

D となる場合には，最大床応答速度を閾値として分類できる可能性を示した．室内被害
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を評価するには三つの指標を総合的に考慮して判断する必要がある． 

建築基準法を満足する標準的な建物モデルと過去の地震動による数値解析結果と提

案した設計手法により求めた被害ランク C または D となる割合と，過去の地震被害に

関する調査結果を照合すると，震度 6 弱から被害率が急増している傾向については対応

していた．一方で被害ランク C または D となる割合の大きさについては数値解析結果

の方が大きく，その理由としては，被害の評価基準が異なっていること，相互作用の詳

細な影響を考慮できていないことが挙げられる． 

中低層の耐震建物および制振建物では，レベル 1 地震動では構造体，室内被害ともに

ほぼ無被害に抑えることができる．一方レベル 2 地震動では，耐震性能グレードを上げ

ることで構造体の被害を抑制することはできるが，医療施設の室内被害を抑制すること

は容易ではない．座屈拘束ブレースのように強度を確保しながらも早期に剛性が低下す

るトリリニア型の履歴を有する，あるいは鉄筋コンクリート造のようにひび割れにより

剛性低下するような機構とすることで転倒防止につなげることができる．しかしながら，

室内を無被害に抑えることは困難であり，医療機器側で地震対策を施し，一定の割合の

機器が故障することを想定した事業継続性計画を策定する必要がある． 

 

以上，本研究では，室内被害を考慮した医療施設の耐震設計手法を提案するため

に，実大震動台実験により地震時の医療機器の挙動と事業継続性の相関を分析し，被

害評価の予測手法を提案することで，医療機器の室内被害抑制に配慮した設計に必要

な情報を提供した．  
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